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概要

本稿では，地球温暖化問題のもとでの持続可能な発展の可能性を検討

するために，一つの手法として「環境クズネッツ曲線」について検証を

行った．環境クズネッツ曲線はナイーブな議論だけに理論面・実証面と

もに批判も多い．このため，まず，現状までの議論をサーベイした．次

に，二酸化炭素に関する環境クズネッツ曲線の推定を行い，その存在の

有無を確認した．分析の特徴としては，(1) 推定手法としてダイナミッ

ク・パネル分析を採用し，(2)パネル単位根検定やパネル共和分検定によ

りデータの統計的特性にも注意を払い，(3)2003 年までの最新のデータ

を利用したことが挙げられる．

分析の結果，環境クズネッツ曲線仮説が成立し，転換点は全世界ベー

スで約 22,000 米ドル（1996 年価格）であることがわかった．また，京

都議定書が環境クズネッツ曲線の変動に及ぼした影響は限定的である可

能性を示唆するファインディングを得た．
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1 はじめに

環境問題と経済活動とには密接な関係があることについては論を俟たない．

現在の地球規模で生じている環境問題はもちろん，公害問題に代表される従来

のローカルな環境汚染についても両者には密接なつながりがあるのであって，

多くの環境破壊の根本原因は経済活動にあるということは，広く合意があるよ

うに思われる．

有名なローマ・クラブの『成長の限界』（Meadows et al., 1972）では，「世

界人口，工業化，汚染，食糧生産，および資源の使用の現在の成長率が不変の

まま続くならば，来るべき 100年以内に地球上の成長は限界点に到達するであ

ろう」（訳書 p. 11）と結論し，地球容量が無限であるかのように経済と人口の

双方の成長を追求することに警鐘を鳴らした．しかしながら，この書籍が出版

されてから現在まで既に 30 年以上が経過したが，そこで予想されていたよう

な大きな破局は到来しておらず，その兆しも現在のところ少ないように思われ

る*1．むしろ同書で懸念されていた点については改善が進んでいるとする見方

もある．つまり，環境と経済成長はトレード・オフの関係にはないと言うこと

も可能かもしれない．とは言え，『成長の限界』は環境問題や資源問題が経済成

長のための大きな制約条件となりうることを認識させ，また，その後の多くの

研究に影響を与えることになった点で評価しうるものである．

成長の限界に代わって登場したのが「持続可能な発展」（sustainable devel-

opment）という考え方である．この考え方自体は現在ではすっかり市民権を

得た感があるが，持続可能な発展の定義にも実に多様なものがある．もっとも

有名な定義としてしばしば引用されるのが，「環境と開発に関する世界委員会」

（World Commission on Environment and Development: WCED）*2が 1987

年に公表した報告書 Our Common Future（WCED, 1987）の中心的な考え方

として取り上げた概念である．そこでは持続可能な発展は，「将来の世代の欲求

を充たしつつ，現在の世代の欲求も満足させるような開発」（訳書 p. 66）と定

義されている．この概念は，環境と発展をトレード・オフではなく共存し得る

ものとして捉え，環境保全を考慮した節度ある発展が重要であるという考え方

に立つものである．その後，持続可能な発展は 1992年の「環境と開発に関する

国連会議」（通称「地球サミット」）における基本理念としても採用され，環境

問題と経済成長を考える上での大きな価値基準となっている．

*1 代わりに当時はあまり深刻には予想されていなかった地球温暖化などの地球環境問題が登場
するようになり，新たな懸念材料となっていることは言うまでもない．

*2 ノルウェー首相（当時）のブルントラント女史が委員長を務めていたことから，通称「ブル
ントラント委員会」とも呼ばれる．
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環境問題と経済成長の関係を考える際の一つの仮説として，「環境クズネッツ

曲線」（Environmental Kuznets Curve: EKC）仮説がある．環境クズネッツ

曲線仮説とは，経験に基づく仮説であって，1人あたり所得と環境の質との関係

を図示すると逆 U字型曲線を描くというものである．換言すれば，経済発展の

初期段階では環境負荷は増加するが，所得がある水準を超えると，所得の増加

に伴い環境負荷は低下すると主張する仮説である（図 1）．サイモン・クズネッ

ツ（Simon Kuznets）は 1人あたり国民所得と不平等度の関係を捉え，経済発

展の初期段階では所得格差が拡大するが，ある段階を超えると縮小に転じると

する仮説を提示した（Kuznets, 1955）．環境クズネッツ曲線仮説はこの仮説の

アナロジーであって，データ観測による経験則から生まれたものである．経済

成長が環境に与える影響を理解することは近年ますます重要になってきている

が，環境クズネッツ曲線の考え方はその一助となるものとして，近年盛んに研

究されている．

＜図 1：環境クズネッツ曲線＞

環境クズネッツ曲線に関する研究は，Grossman and Krueger（1991）や，

World Bank（1992）のバックグラウンド・ペーパーである Shafic and Bandy-

opadhyay（1992）を嚆矢とし，World Bank（1992）によって広くその名を知

られるようになった．そして環境クズネッツ曲線の存在は，持続可能な発展が

実現可能であることの一つの有力な証左となりうると考えられるようになっ

た．また，長期的な環境変化の予測と予防的な政策的対応にも貢献するものと

期待されている．こうした環境クズネッツ曲線に関する包括的なサーベイ論文

としては，Stern（1998, 2004），Panayotou（2000），Dasgupta et al.（2002），

Dinda（2004）などがある*3．

本稿の目的は，環境クズネッツ曲線の推定というアプローチにより，経済発

展に伴い環境の質はどのように変化していくのかという問題を考察することで

ある．特定の環境問題として，地球温暖化問題を取り上げる．これは，(1)持続

可能な発展というとき，超長期の問題を検討する必要があり，地球温暖化問題

はその代表的なものであること，(2) 二酸化炭素排出に関する環境クズネッツ

曲線は，存在の有無を巡ってさまざまな結果が報告されており，追加的な研究

の余地があること，(3)最新のデータを利用して，特に 1997年の京都議定書採

択後に何らかの構造変化が起きているのか否かを確認すること，といった問題

意識があるためである．

本稿の構成は以下の通りである．次節では環境クズネッツ曲線の理論的背景

*3 環境クズネッツ曲線に関する研究においては，専門雑誌における特集号もあり（Environment

and Development Economics, Vol. 2, Part 4, 1997 年，Ecological Economics, Vol.

25, No. 2, 1998年），多くの研究者の関心を集めている．
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に焦点を当て，簡単な解説等を行う．第 3節では実証分析として，先行研究で

残された問題を検討しながら二酸化炭素に関する環境クズネッツ曲線の推定を

試みる．第 4節は結語である．

2 環境クズネッツ曲線の理論的側面

2.1 理論モデルの簡単なサーベイ

環境クズネッツ曲線は，いわば「定型化された事実」である．World Bank

（1992）によって環境クズネッツ曲線の概念が広く知られるようになって以降，

各種の環境問題に関してさまざまな汚染指標に基づきながら，環境クズネッツ

曲線の存在を検証するための実証研究が理論研究よりも先行した．一方，当初

は環境クズネッツ曲線に関する精緻な理論は存在しなかったが，それが理論的

に発生しうることの説明に対する必要性も高まり，事実を整合的に説明するよ

うな理論研究がその後多くなされるようになった．

動学的モデルの背景を有する理論研究としては，これまでさまざまなもの

が提示されてきた．John and Pecchenino（1994）は，世代重複モデルを利

用し，汚染ストックを対象にした環境クズネッツ曲線を導出している．汚染

物質は主として消費からの排出を想定している．Selden and Song（1995）で

は，Forster（1973）の成長と環境のモデルをベースに修正を加えた Ramsey-

Cass-Koopmans 型モデルを適用している．生産過程から排出される，フロー

の汚染物質を分析の対象としている．その結果，逆 U 字型の環境クズネッツ

曲線が出現する可能性があるが，すべてのケースにおいて逆 U 字型となるわ

けではないということを導出している．Stokey（1998）は AK モデルおよび

Ramsey-Cass-Koopmans モデルを導入している．汚染排出は生産過程からな

されると想定し，フローおよびストックの汚染物質を分析対象としている．社

会的厚生を上昇させるためには生産量を抑えてでも環境汚染に対する規制を行

い，排出量を低減させるべきとの示唆が得られる．López（1994）および Bulte

and van Soest（2001）では自然資源ストックの枯渇を対象としている点が特

徴的である．Dinda（2005）は内生的成長モデルの枠組みで検討している．そ

こではストックの環境を扱い，それが効用に影響を与えると同時に生産要素と

しても利用されること，資本ストックは生産要素として利用され汚染排出の原

因となると同時に汚染削減活動にも利用されることが特徴的である．

López（1994）および Stokey（1998）では上記のような動学モデルとともに

静学モデルも紹介されている．他の静学的モデルとしては次のようなものがあ

る*4．Lieb（2002）はMcConnell（1997）の静学モデルの拡張であり，消費か

*4 環境クズネッツ曲線は一国の経済成長プロセスにおける環境質の変化を議論しているもので
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らの汚染物質排出を検討対象としている．消費の飽和（satiation）が環境クズ

ネッツ曲線導出の必要条件であることを示している*5．また，ここで導出され

た環境クズネッツ曲線は Stokey（1998）のモデルを特殊ケースとして含むとし

ている．Andreoni and Levinson（2001）では，環境クズネッツ曲線導出には

汚染削減活動における規模の経済性が十分条件であると結論している*6．

動学的理論モデルとしてしばしば引用される John and Pecchenino（1994）

および Selden and Song（1995），Stokey（1998）のモデルでは，次のような点

が特徴的である．第 1に，資本蓄積が少ない成長の初期段階では汚染削減支出

を行わなかったりクリーンな技術を導入したりしないコーナー解の状態にある

が，資本蓄積に伴いこれらの汚染削減活動を導入するような内点解への移行が

生じ，その結果逆 U字型の関係がもたらされる可能性を示している点である．

第 2に，逆 U字型の関係がもたらされないのは，経済がコーナー解の状態にあ

るケースであるが，汚染削減支出やクリーンな技術の導入は汚染物質ごとに収

益性に差があると考えられ，コーナー解からの離脱をもたらす所得水準は汚染

物質ごとに異なる可能性があるという点である．これは，汚染指標によっては

環境クズネッツ曲線が存在しないとする実証分析結果（3.1節を参照）の理論的

な解釈となり得る可能性がある．

なぜ環境クズネッツ曲線は逆 U字型になるのか，すなわち，なぜコーナー解

から内点解への移行が生じるのかについてはいくつかの解釈がある．(1) 生産

や消費の構成が変化すること，(2)環境に対する選好が強まること，(3)外部不

経済を内部化するような制度の導入，(4) 汚染削減活動における規模に関する

収穫逓増の効果，というものである（Andreoni and Levinson, 2001）．

環境クズネッツ曲線の理論的導出は，上記のようにさまざまなものが試みら

れているが，対象となっている汚染指標の経路は各種の仮定やパラメータの値

に依存していることがわかる．この点を見るために，および後の実証分析にお

ける関数型特定化の際の参考とするために，理論モデルの代表的なものを節を

改めて概観したい．

2.2 Stokeyの蓄積性汚染を伴うモデル

以下では，最適成長理論のフレームワークで環境クズネッツ曲線を理論的に

導出している代表的な研究として Stokey（1998）を取りあげ，赤尾（2002）や

伊ヶ崎（2004）を参考にしながら理論的な解説を行う．

Stokey（1998）では，(a)静学モデル，(b)フロー汚染物質の動学モデル，(c)

あるから，その意味において静学モデルよりも動学モデルが相応しいように思われる．
*5 要するに，追加的な所得の増加分は汚染削減の支出に廻るというストーリーからこの条件が
導出されている．

*6 Andreoni and Levinson（2001）は理論モデルの簡単なサーベイも行っている．
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外生的技術進歩を (b) に組み込んだ動学モデル，(d) ストック汚染物質の動学

モデル，の 4種のモデルが分析され環境クズネッツ曲線が導出されている．地

球温暖化問題は二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの大気中への蓄積が問

題となっていることから，本稿では二酸化炭素というストックの汚染物質を念

頭に置く．したがって，ここで展開されているモデルのうち，(d) のストック

汚染物質を伴うモデルを取りあげることにする．

このモデルでは，外生的な技術進歩を組み込んだ次のコブ・ダグラス型の生

産関数を設定する．
Y (t) = AegtK(t)αL1−αz(t) (1)

ただし，Y (t) は総生産量，A は生産性のパラメータ，g は外生的な技術進歩

率*7，K(t)は資本ストック量，Lは経済全体の労働の投入量であり，時間を通

じて一定であると仮定する．αは α ∈ (0, 1)とする．

z(t) は環境技術の指標を表し，z(t) ∈ [0, 1] とする．z(t) = 1 は汚染物質を

最大に排出する生産技術を表し，逆に z(t) = 0は最もクリーンな生産技術を採

用していることを表すものとする．

汚染物質は生産過程からのみ排出されるものとし*8，汚染排出（フロー）を

表す関数を次のように設定する．

x(t) = AegtK(t)αL1−αz(t)β (2)

ただし，x(t)は汚染フローの各時点での排出量，β は環境技術と汚染フローの

関係を表すパラメータで，β > 1とする．

z(t) = 1のとき，生産量および汚染排出量は最大になる．Stokey（1998）は

このときの生産量を「潜在的生産量」（potential output）と呼んでおり，実際

の生産量と潜在的生産量が一致することになる．z(t) を 1 から減少させると，

クリーンな技術の導入とともに環境は改善されるが，生産量の減少という代償

を要求されることになる．z(t) = 0のときは生産量および汚染量ともゼロにな

る．このように，実際の生産量は潜在的生産量と環境技術の積で表されている

とも考えられる*9．

*7 Stokey（1998）では，(b)（および (a)）において基本モデルとしてAK モデルをベースとして
そこに環境制約を導入している．このモデルによると，結果としてすべての変数の成長率がゼ
ロであるような定常状態に収束してしまう．これは後に示すように z(t)が時間とともに単調
減少することに伴い，資本の限界生産性（∂Y (t)/∂K(t) = ∂(AK(t)z(t))/∂K(t) = Az(t)）
も単調減少するからである．すなわち長期的な成長率はゼロになり，「持続可能な成長」は
実現しないことになる．この点を修正するため，(c) および (d) のモデルでは外生的な技術
進歩が導入されている．新古典派モデルと同様に外生的な技術進歩が生産性の上昇をもたら
し，z(t)の低下を補うので，定常状態における成長率はプラスになる．

*8 ゴミ問題のような，消費が環境に影響を与えるケースはここでは想定しない．
*9 (1)，(2)式から明らかなことであるが，z(t)の値が大きいときには，z(t)をわずかに減少さ
せることによる生産量の減少に比べて汚染排出量の減少幅の方がより大きいことになる．一
方，z(t)の値が小さいときには汚染排出量の減少幅はそれほど大きくない．
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1人あたりの生産量は，

y(t) = Aegtk(t)αz(t) (3)

となる．ここで，y(t) ≡ Y (t)/Lは 1人あたりの生産量，k(t) ≡ K(t)/Lは 1

人あたりの資本ストック量を表す．また，汚染排出量を表す (2)式は，

x(t) = Aegtk(t)αLz(t)β (4)

と書ける．

無限期間生存する代表的個人の t期における瞬時的効用関数は次のようなも

のを想定する．

u(t) =
c(t)1−σ − 1

1 − σ
− B

γ
X(t)γ (5)

ただし，u(t) は代表的個人の効用，c(t) は 1 人あたりの財の消費量，σ は

Arrow-Prattの相対的リスク回避測度（消費の異時点間の代替の弾力性の逆数）

を表すパラメータで，σ > 0とする．B と γ は汚染に対する不効用の程度を表

すパラメータで，B > 0，γ > 1とする．X(t)は経済における汚染ストックの

水準を表す．

(5) 式は，右辺第 1 項が標準的な CRRA（constant relative risk aversion）

型効用関数であり，右辺第 2項が汚染ストックから被る不効用を表す加法分離

的な効用関数である．汚染の増加は消費者の効用を低下させ，さらにその限界

不効用は逓増する．このように代表的個人の効用関数は環境水準に影響される

ことになる．

汚染の蓄積方程式は次のように書ける．

˙X(t) = x(t) − ηX(t) (6)

ここで，η は汚染の自然浄化能力の程度（あるいは汚染除去比率）を表し，

η ∈ [0, 1]であるとする*10．なお，変数に関するドットは時間に関する導関数，

すなわち， ˙X(t) ≡ dX(t)/dtを表すものとする．

また，資本の蓄積方程式は，

˙K(t) = AegtK(t)αL1−αz(t) − δK(t) − C(t)

すなわち，
˙k(t) = Aegtk(t)αz(t) − δk(t) − c(t) (7)

となる．ここで，δ は資本減耗率であり，δ ∈ [0, 1]とし，C(t) ≡ c(t)Lは総消

費量を表す．

*10 η = 1のときは，汚染ストックが当期中に除去されてしまうことから，フローの汚染物質を
意味する特別な場合と考えられる．
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以上の設定のもとで，社会的計画者は次の代表的個人の目的関数最大化問題

を解くことになる．

（問題） max
∫ ∞

0

e−ρt

(
c(t)1−σ − 1

1 − σ
− B

γ
X(t)γ

)
dt

subject to ˙k(t) = Aegtk(t)αz(t) − δk(t) − c(t)
˙X(t) = Aegtk(t)αLz(t)β − ηX(t)

k(0) = k0, X(0) = X0

ただし，ρは主観的割引率であって，ρ ∈ (0, 1)とする．

定常状態（stationary state）への最適経路上においては，次の条件が満たさ

れることになる（補論 A.1節参照）．

c(t) = λ(t)−
1
σ (8)

z(t) =

1 （λ(t) = µ(t)βL のとき）(
λ(t)

µ(t)βL

) 1
β−1

（λ(t) < µ(t)βL のとき）
(9)

˙λ(t)
λ(t)

=

ρ + δ − α
(
1 − µ(t)L

λ(t)

)
y(t)
k(t) （z(t) = 1 のとき ）

ρ + δ − α
(
1 − 1

β

)
y(t)
k(t) （z(t) < 1 のとき ）

(10)

˙µ(t)
µ(t)

= ρ + η − BX(t)γ−1

µ(t)
(11)

ただし，λ(t)，µ(t) はそれぞれ資本ストック k(t)，汚染ストック X(t) のシャ

ドー・プライス（shadow price）あるいは効用単位での帰属価値を表す．

次に各変数の動学を検討する．このモデルには 2つの状態変数（state vari-

able）k(t)，X(t)があるので，位相図（phase diagram）による分析は不可能で

ある．そこで，いくつかの変数に焦点を当てて考察する．今，初期資本ストッ

ク k(0) = k0 が定常状態より小さな値をとっているものとする．このとき資本

ストック k(0) のシャドー・プライス λ(0) は汚染ストック X(0) のシャドー・

プライス µ(0)より十分大きく，その結果 z(0)は 1の値をとる．k(t)は最適経

路において定常状態に向けて通時的に上昇するが，tが十分小さい場合（経済発

展の初期段階にある場合）は k(t)は小さく，z(t) = 1の状態となる．z(t) = 1

のときは y(t)，k(t)，x(t)とも通時的に上昇する．しかし資本蓄積が進むにつ

れて，λ(t)は低下し，µ(t)は上昇する．そしてある時期を過ぎると λ(t)は µ(t)

より小さくなり，z(t) < 1 となる．その後 z(t) は通時的に減少する．この場

合，汚染排出量も減少する可能性がある．

次に定常状態に焦点を当て，長期的な成長率を見てみる．この経済は唯一の

（内点）定常状態に収束する．定常状態における y(t)，k(t)，c(t)の成長率は同
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一となり，それは，次式で与えられる．

gy =
γ(β − 1)g

(1 − α)γ(β − 1) + (γ + σ − 1)
(12)

ここで，g• は添字の変数に関する成長率を表す（gy ≡ ẏ/y）．このとき汚染排

出量の変化率は次式となる（補論 A.2節参照）．

gX = gx =
1 − σ

γ
gy (13)

したがって σ > 1のとき，かつそのときに限って (13)式の汚染排出量変化率は

マイナスになり，長期的に汚染ストックは減少する*11．すなわち環境クズネッ

ツ曲線は右下がりになる*12．

以上をまとめると，経済発展の初期段階では生産の増加とともに汚染排出も

増加するが，経済がある一定水準にまで発展すると省エネなど環境に配慮した

生産技術が導入され，汚染排出量が減少する．すなわち環境クズネッツ曲線が

理論的に導出されたことを示している．ただしそれは，消費の異時点間の代替

の弾力性に関する条件を伴う．以上のモデルで理論的に導出された環境クズ

ネッツ曲線を模式的に示すと図 2のようになる*13．

＜図 2：環境クズネッツ曲線（Stokeyモデル）＞

2.3 環境クズネッツ曲線の問題点 (1)―概念的・理論的側面

環境クズネッツ曲線は上で見たように理論的にも，また，次節で触れるよう

に実証的にも非常にナイーブな仮説であると言える．そのためこれまでに多く

の研究成果がもたらされることになったが，その一方で多くの批判的検討も行

われてきた．そこでここでは主として環境クズネッツ曲線の概念的あるいは理

論的側面に対するこうした批判や問題点を簡単に整理してみたい．

*11 上でみたように，Stokey （1998）のモデルでは技術進歩が外生的に与えられている．伊ヶ
崎（2004）では技術進歩を内生化する試みを行っている．そこでは持続可能な成長が可能と
なっており，かつ（技術進歩が内生的，外生的にかかわらず σ > 1のときに）汚染排出量は
通時的に減少することが示されている．

*12 (12)，(13)式から明らかなように，η は長期的な成長率および汚染排出量変化率には含まれ
ない．すなわち汚染のストックとフローの相違は長期的な成長率および汚染排出量変化率に
影響を与えないことがわかる．宇沢（1995）においても最適成長モデルによって二酸化炭素
のストックとフローの相違は成長率と無関係であることの指摘がなされている．また，資本
ストックの減耗率 δ も長期的な成長率および汚染排出量変化率に影響を与えないことがわか
る．

*13 Selden and Song（1995）では，Stokey（1998）と同様に動学的最適化問題を解くことに
より環境クズネッツ曲線を導出しているが，その形状は，ある所得水準までは汚染レベルが
「上昇して」その後「下降する」ということを示しているにすぎない．すなわち，「逆 V 字
型」曲線の可能性もあり得る．
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環境クズネッツ曲線仮説については，(1)低所得のうちは，環境と経済成長は

トレード・オフの関係にあるので，成長のためには多少の環境汚染はやむを得

ず，その結果として不可逆的な環境破壊を生じさせる可能性があること，(2)汚

染の増大に伴い，環境は希少な財になり，その価値は増加すること，また，成長

に伴う資本蓄積もあって，適切な汚染防止対策がとられるようになることから，

成長と環境保全の両立がはかられるようになる，という理解が一般的になされ

る傾向がある．しかしながら，批判的検討の契機となった Arrow et al.（1995）

は，「いくつかの環境指標で経済成長と環境改善が関連づけられたとしても，一

般に環境改善を誘発するためには経済成長だけで十分であるということではな

く，経済成長による環境への影響を無視してよいということでもない」と述べ

ている．この批判はある意味当然の指摘であって異論を挟む余地はなかろう．

彼らはこの点に加えていくつかの問題点の指摘を行っている．また，他の論文

でもこれを踏まえた形でさまざまな問題点のさらなる指摘もなされている．

Arrow et al.（1995）やその後発表されたいくつかの論文で指摘されている

問題点を要約すると次のようになる*14．

問題の第 1は，環境破壊が生産および所得に及ぼすフィードバック効果が考

慮されていないことである．本来であれば環境破壊は成長を抑止する方向に影

響を与えると考えられるが，環境クズネッツ曲線では所得が外生変数として仮

定されており，生産および所得から環境への経路しか考慮されていないため，

こうしたフィードバックのメカニズムが考慮されていない．

第 2は，システム全体における排出削減については何も言及していない点で

ある．先進国では多くの汚染物質についてその汚染水準は環境規制の導入や技

術進歩により低下した．しかし，ある国におけるある汚染物質の削減は，その

物質と代替的な他の汚染物質の排出をもたらしたりするかもしれない．あるい

は，当該物質の他国での排出を誘発したりするなど，他の問題を誘発する可能

性も考えられる．

第 3は，貿易の影響に関するものである．労働や天然資源が相対的に豊富な

途上国が，人的資源が豊富な先進国より汚染を伴う生産に比較優位を持つ．貿

易が比較優位に基づいて行われるとするならば，途上国は汚染集約的な産業に

特化し，排出を増加させることになる．また，先進国における環境規制の増加

は，より規制が緩い国や地域への汚染集約的産業の移転を伴う*15．こうした汚

*14 Arrow et al.（1995）を巡っては，Ecological Economics, Vol. 15, No. 2, 1995 年，
Environmental and Development Economics, Vol. 1, Part 1, 1996年，においていく
つかの議論が行われている．

*15 大抵の場合は，環境の改善は所得の上昇と言うよりもむしろ，外部不経済を内部化するため
の当該国の制度上の改革，すなわち環境規制の導入やインセンティブを伴う制度の導入，あ
るいはそこから派生する技術革新によってもたらされるのではないかとする指摘もある．
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染集約的産業の移転は，より低所得国へと向かうことになる*16．しかし環境ク

ズネッツ曲線ではこのような貿易の影響（あるいはリーケージの影響）が考慮

されていない．

第 4 は，所得分布と長期的動向に関するものである．個々の国や汚染物質

に関して環境クズネッツ曲線の存在が確認されたとしても，世界の所得分布は

一様ではないことが問題になる．世界では途上国に属する人口が大部分である

ので，環境クズネッツ曲線の右上がりの部分に位置する彼らが成長を続ける今

後相当の長期間にわたって，世界全体で見た汚染水準は悪化し続けると予想さ

れる．すなわち，地球規模で見た環境クズネッツ曲線は単調増加の可能性があ

る*17．

3 実証分析

3.1 先行研究

環境クズネッツ曲線は，前節で見たように多くの問題点を指摘されながらも，

解明されていない点が多いなどその不完全性がゆえに研究者の関心を引くこと

になった．元々実証研究が先行していたこともあって，これまでに豊富な研究

蓄積がある．そのすべてを網羅することは困難であるので，ここでは代表的な

研究のいくつかを取り上げる．

Grossman and Krueger（1991）の先駆的な研究以来，環境クズネッツ曲線

の実証研究においては，1人あたり所得水準の 2次式によって 1人あたり汚染

水準を説明しようとするものが一般的となっている*18．標準的な回帰式は次の

ようなものであり，これは現在多くの実証研究においてパネルデータが用いら

れていることに対応している．(
E

P

)
it

= µi + λt + β1

(
GDP

P

)
it

+ β2

(
GDP

P

)2

it

+ uit (14)

ここで，E は環境汚染の指標，P は人口である．また，iは国や地域，tは時間，

µi は個別効果，λt は時間効果を表している*19．

このとき，β1 > 0，β2 < 0で統計的に有意であって，汚染水準が低下に転じ

る「転換点」（turning point）が常識的に考えて納得できる水準にあれば環境ク

ズネッツ曲線が成立するとするものである（Selden and Song, 1994）．(14)式

*16 最後に汚染移転を受けた国は，経済成長を実現できたとしても，それ以上汚染を移転させう
る国が既に存在しないので，環境改善を達成することは不可能かもしれない．

*17 Selden and Song（1994），Holtz-Eakin and Selden（1995）を参照．
*18 速水（2000）等，単位所得あたりの二酸化炭素排出量を被説明変数としている研究も存在す
るが，これは省エネなどのエネルギー利用効率の指標であり，環境クズネッツ曲線あるいは
環境水準一般の指標としては必ずしも適切ではないかもしれない．

*19 本節では，変数記号の表記法が 2.2節とは異なっている点，注意する必要がある．
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の場合，転換点を示す 1人あたり所得水準は (−β1/(2β2))で与えられる．そし

て，実証分析上の最大の関心は転換点の水準がどのくらいであるかということ

にある．

実際の分析では (14)式を基本とするが，特に森林などの天然資源利用を分析

対象にする場合は，被説明変数がゼロ以下になることは許されない．この点を

考慮して対数線形や半対数線形にしたモデルもある．また，1人あたり所得水

準の 3次の項を加えている分析も多い．これは，所得の上昇により汚染水準が

低下するのは一時的なもので，技術的な限界等の理由により，さらに高い所得

の段階に移行すると逆に汚染水準が悪化する，すなわち，環境クズネッツ曲線

は N字型を示すという仮説にしたがった定式化である．さらに追加的な説明変

数を伴った研究も存在する*20．

これまでの実証研究においては，大気の質，水質，廃棄物，都市衛生，エネ

ルギー利用等が対象になってきた．とりわけ大気質（二酸化硫黄：SO2，窒素

酸化物：NOX，一酸化炭素：CO，二酸化炭素：CO2，粒子状浮遊物質：SPM）

に関するものが研究の中心を占めている．

二酸化炭素以外の大気質に関する代表的な研究としては以下のものがある．

Selden and Song（1994）は，二酸化硫黄，粒子状浮遊物質，窒素酸化物，一酸

化炭素の分析を行っており，環境クズネッツ曲線の成立を確認している．転換

点は 10,000米ドル（1985年価格）前後の水準となっている．特徴的な点として

は説明変数に人口密度を加えている点である．Grossman and Krueger（1995）

は大気質と河川水質に関する計 14種類の環境指標を対象にして検討している．

そのほとんどの環境指標について環境クズネッツ曲線が成立することを確認し

ている．転換点は多くの環境指標で 8,000米ドル（1985年価格）未満となって

いる．Cole et al.（1997）では，追加的ないくつかの説明変数を利用し，ローカ

ルな大気汚染物質について環境クズネッツ曲線の成立を支持している．転換点

は汚染物質によって異なるが 6,000から 18,000米ドル（1985年価格）の水準

となっており，サンプルの範囲内に収まっている．Stern and Common（2001）

は硫黄排出物を対象にしている．逆 U字型の関係を確認しているが，サンプル

として OECD諸国を採った場合は，転換点もサンプル内の妥当な水準（9,181

米ドル，1990年価格）であるのに対して，非 OECD諸国や全世界をサンプル

にした場合には転換点の水準が極端に高くなり，実質的には単調増加の関係を

示している．このように，サンプルの選択が重要な影響を及ぼすことを指摘し

ている．

以上のように，人間の健康に直接的な影響を及ぼす大気汚染物質のいくつか

*20 Agras and Chapman（1999）では，所得以外の説明変数をサーベイしている．しかし，
過去の研究においては結局のところ所得の説明力が一番高いとしている．Stern（1998），
Neumayer（2002）でも同様の結論を支持している．
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の環境指標については環境クズネッツ曲線の成立を支持する研究が多い．しか

し，環境改善が開始する転換点については一致した見解や合意は見られない．

一方，二酸化炭素など地球規模での汚染物質については，他の大気質に比べ

て研究の蓄積は少なく，かつ環境クズネッツ曲線の成立について明快な結論は

得られていないのが現状である．二酸化炭素に関する代表的な研究としては次

のものがある．Shafic（1994）はWorld Bank（1992）を発展させたものであ

るが，そこでは環境クズネッツ曲線は単調増加するとしている．Holtz-Eakin

and Selden（1995）では逆 U字の関係を見出しているが，その転換点は 35,428

米ドルまたは 800 万米ドル以上の極端に高い値であり，実質的に単調増加に

等しい．Schmalensee et al.（1998）では，同じデータを利用し高所得の国に

おいて負の所得弾力性が確認できること，つまり環境クズネッツ曲線の成立を

支持しており，その転換点もサンプルの範囲内にあるとしている．Agras and

Chapman（1999）は説明変数にエネルギー価格と貿易量-GDP 比を採用して

いる．さらに自己回帰分布ラグ（autoregressive distributed lag: ADL）モデ

ル（ADL(1, 0)）を採用し，ダイナミックな過程を考慮している点に特徴があ

る．結論としてエネルギー価格は重要な説明変数となりうることを指摘し，転

換点は 13,630ドル（1985年価格）としている．速水（2000）は，1995年時点

ののクロス・カントリー 25 ヵ国のごく簡単な分析である．所得あたりの排出

量を 1人あたり所得で説明している．環境クズネッツ曲線が成立するとしてお

り，その転換点は 10,000米ドル（1995年価格）弱となっている．Cole（2003）

は，貿易の影響を考慮しているのが特徴である．環境クズネッツ曲線の成立を

確認しており，転換点の水準は採用するモデル（説明変数）により差があるが，

20,352 から 56,696 米ドル（1985 年価格）の幅にあるとしている．Dijkgraaf

and Vollebergh（2005）では，転換点として 20,600米ドル（1990年価格）を

得ているが，各国のパラメータの同質性は成立しないという結論を得ている．

つまり，各国共通の環境クズネッツ曲線は成立せず，個別効果で各国の異質性

を考慮するのみならず，所得にかかるパラメータにも異質性を許す必要がある

と主張している．Richmond and Kaufmann（2006）では，変数欠落バイアス

に対応するため，説明変数に燃料種別のシェアを採用している．結論として全

サンプルでは環境クズネッツ曲線が成立し，転換点は 29,687米ドル（1996年

価格）を得ている．また，OECD諸国のみから構成されるサブサンプルでも成

立を確認している（転換点は 25,450米ドル）が，非 OECD諸国のみのサブサ

ンプルでは成立しないとしている．Galeotti et al.（2006）は IEAのデータと

ORNLのデータとで推定結果を比較している．加えて従来の所得の多項式とは

別の関数型を採用し検討を加えている点が特徴的である．環境クズネッツ曲線

の成立を確認しており，転換点は採用する関数型やデータ・ソースにも依存す

るが，OECD諸国で 15,698米ドルから 16,595米ドル，非 OECD諸国のサン
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プルで 15,600から 21,186ドル（1990年価格）の範囲にあるとしている（表 1

参照）．

＜表 1：環境クズネッツ曲線（二酸化炭素）に関する代表的実証研究＞

このように，二酸化炭素の場合は，環境クズネッツ曲線は単調増加するとい

う場合と成立するという場合が並存している．推定期間が長いほど成立すると

いう結論が多くなる傾向がある．成立するという場合も転換点は 20,000 米ド

ルを超えているケースが多く，他の汚染物質と比べて高い水準にあるというの

が現状の研究動向である．また，二酸化炭素に関しては，個別の国に関して成

立が観察されたとしても，世界全体では単調増加となり成立しないと結論する

研究もあり，サブサンプルと全体とでは異なる推定結果である研究結果も多い．

以上をまとめると，大気質に関して環境クズネッツ曲線が観察されるのは，

汚染エリアがローカルであって，比較的短時間のうちに分解されるという意味

でフローの，しかも規制が導入されているという特徴を持つ汚染物質について

であると言える．二酸化炭素のようなストックで規制がないという特徴を有す

る汚染物質では，環境クズネッツ曲線の存在については議論の余地が残されて

いるという見方が一般的である．

3.2 環境クズネッツ曲線の問題点 (2)―実証的側面

環境クズネッツ曲線の実証研究については，以上で言及したもの以外にもさ

まざまな環境指標を対象にして，大変多くの結果が報告されている．これらの

成果を踏まえて，ここでは環境クズネッツ曲線の実証分析の観点から見た問題

点を簡単に整理してみたい．

問題の第 1は，モデルの定式化に関するものである．推定モデルは初期の頃

から現在に至るまで (14)式のように，所得の多項式で回帰するのが標準的手法

となっている．一方，理論モデルによる説明は実証分析に比べ遅れて進展した

が，理論モデルに忠実な実証分析は存在しない．環境クズネッツ曲線は所得の

多項式による推定が現在でも行われているが，この理由のために推定されたパ

ラメータの値に対する経済学的な解釈をすることはできず，理論と実証との間

に距離感があるナイーブなものとなっている．このような定式化による推定が

やむを得ないと考えられているのは，主として環境指標データの利用可能性や

データの質の問題が大きいと思われる．

また，多くの実証研究はパネルデータに基づいて行われており，個別国の環

境クズネッツ曲線の推定はあまり行われていない．パネルデータによる推定は，

すべての国が同様の軌跡を持つことを想定している．しかし，容易に想像がつ

くように，実際には自然条件や社会状況など経済発展を規定する各種の条件は

16



国ごとに異なる．また，途上国では後発の利益により，環境クズネッツ曲線が

左下にシフトしている可能性も考えられる．このためパネルデータによる分析

手法に対する疑問もある．Dijkgraaf and Vollebergh（2005）はパネルデータ

を用いた各国同一のパラメータ推定には問題があると主張し，二酸化炭素に関

する環境クズネッツ曲線の存在に疑問を呈している．

定式化に関しては，変数欠落のバイアス（omitted variable bias）の問題も

指摘されている．所得の多項式による推定が行われた場合にも，所得以外に環

境指標に影響を与えうると考えられる変数，例えば貿易の影響やエネルギー価

格の影響などが欠落しているという問題である*21．

問題の第 2 は，計測に際しての技術的な問題である．一つには同時性（si-

multaneity）の問題がある．前述のように環境クズネッツ曲線は所得の多項式

により推定されているが，これは外生変数である所得から環境負荷への因果関

係を示すものにすぎず，逆方向の因果関係については何も説明していない*22．

また，前述した変数欠落のバイアスは，系列相関の問題をもたらすほか，固定

効果推定とランダム効果推定の推定量の大きな相違を招いたり，サブサンプル

の採り方次第で推定量にバラツキが出たりするなどの弊害をもたらしている．

不均一分散の問題も指摘されている．パネルデータによる分析は個別経済主

体の相違に焦点を当てているので，一般的にこの問題はパネルデータでは常に

存在する．環境クズネッツ曲線に関しても，その背景にある各国の社会的条件

は異なると考えるのが自然である．さらに，Stern and Common（2001）が指摘

するように，データの定常性の問題がある．これまでの環境クズネッツ曲線に

関する実証研究では，データの定常性についてはあまり意識されていなかった．

最近になって Perman and Stern（2003），および二酸化炭素のデータに関して

は Cole（2003），Dinda and Coondoo（2006）や Richmond and Kaufmann

（2006）などごく少数が単位根検定や共和分検定を行っているにすぎない．

以上のように，これまで報告されてきた環境クズネッツ曲線の推定結果には

多くの問題があると言わざるを得ない．しかしながら，こうした点を改善しよ

うとする場合にも，環境に関する利用可能なデータが質的にも量的にもきわめ

て不十分であるという現状を踏まえると，困難や限界に直面せざるを得ない．

*21 説明変数に貿易の影響を加えたものとして，Suri and Chapman（1998），Cole（2003，2004）
がある．エネルギー消費構造の影響を考慮したものとして Richmond and Kaufmann

（2006）がある．また，気温などの自然要因を考慮したものとして Neumayer（2002）があ
る．

*22 Coondoo and Dinda（2002）は二酸化炭素排出と所得について，1960–90 年のデータに
よりグレンジャーの因果関係テストを行っている．途上国では因果関係なしあるいは所得か
ら排出の因果関係が見られ，先進国では排出から所得への因果関係があると報告している．
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3.3 パネルデータの定常性

3.3.1 データ・ソース

環境クズネッツ曲線の推定を行う前に，利用するデータについて検討を加

える．

本稿では推定にあたって利用可能な最新のデータを採用する．このことは本

稿の特徴の一つである．これまでの二酸化炭素に関する環境クズネッツ曲線の

実証分析では大半が 1990年前後ないし 1995年までのデータを用いており，ご

く最近になって Dijkgraaf and Vollebergh（2005）などいくつかの研究が 1997

年までのデータを分析しているにすぎなかった．本稿では 2003 年までのデー

タを分析対象とすることにより，1997年に採択された京都議定書が何らかの構

造変化をもたらしたのであれば，それを確認することも目的の一つとしている．

各国の二酸化炭素データは，先行研究と同様にOak Ridge National Labora-

tory（ORNL）のものを利用した．このデータでは化石燃料の消費とセメント

生産からの二酸化炭素排出量が利用可能となっており，最新のデータでは 2003

年までの排出量が提供されている．

1人あたり所得に関するデータは，基本的に Penn World Table Version 6.1

（PWT 6.1）（Heston et al., 2002）を利用した．1人あたり実質 GDPのデー

タとして採用したのは系列 RGDPCHである．ただし，PWT 6.1に収録され

ている国・地域のうち，Grade Dであるもの（推定精度が相対的に劣るもの）

については，これを分析対象から除外している．なお，この系列は 2000年まで

のデータしか収録されていない．そこで二酸化炭素データと同様に 2003 年ま

で利用可能とするために，世界銀行のデータ（World Development Indicator

2006 : WDI 2006）を利用してデータを補完した*23．具体的には，RGDPCH

は購買力平価（PPP）で調整されており，かつ，連鎖方式（chain series）で

作成されているので，これにWDIの購買力平価で調整された 1人あたり実質

GDPデータを 2000年で水準調整して接続し，各年を基準として延長するとい

う簡便な方法によった．

また，異常値による変動を回避するため，各国のデータの分布状況を検討し

た結果，二酸化炭素排出量のデータに特異性があるルクセンブルクを除外した．

本稿で利用するデータセットは，以上のような方法により ORNL と PWT

6.1から共通して得られた 120ヵ国・地域について，基本的に 1960年から 2003

年までの時系列データを利用して構築したパネルデータである．分析対象とし

た国・地域を「気候変動枠組条約」附属書の分類から整理すると，表 2のように

*23 Grossman and Krueger（1995）においても同様の方法でサンプル数を増加させている．
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なる*24．後の実証分析ではこの分類に基づくサブサンプルによる推定も行う．

また，時系列方向に関しては，一部の国について 2003 年までのデータ補完や

1960年までのデータの遡及が不可能だったケースもある．そのため分析対象と

するデータセットは非バランス型・パネルデータ（unbalanced panel data）で

ある．120ヵ国・地域のうち 1960年から 2003年までデータが揃っているのは

74 ヵ国・地域（全体の 62 ％）である．分析対象の 120 ヵ国・地域は 2003 年

において，人口ベースで見ると世界の約 92％（WDI 2006）を占めており，ま

た，二酸化炭素排出量で見ると世界全体の排出量の約 89％（ORNL）をカバー

している．

＜表 2：分析対象国（気候変動枠組条約附属書に基づく分類）＞

分析対象となるデータの記述統計量は，表 3のようになる*25．平均値を見る

といわゆる先進国グループである「附属書 II 国（23 ヵ国）」 の値が二酸化炭

素排出量，実質 GDPとも高い．「非附属書 I国（82ヵ国）」および「気候変動

枠組条約の非対象地域（2地域）」（以下，この 84ヵ国・地域を「非附属書 I国

（84ヵ国）」という）はいわゆる発展途上国のグループであるが，シンガポール，

香港，マカオ，韓国といった比較的所得の高い国・地域も含む．また，「市場経

済移行国（13ヵ国）」はほとんどの国において 1992年以降のデータしか揃って

いないことを踏まえると，分析結果にはある程度のバイアスが生じる可能性が

ある点，留意が必要である．

＜表 3：記述統計量＞

3.3.2 パネル単位根検定

環境クズネッツ曲線の実証分析においてはパネルデータの利用が主流となっ

ている．パネルデータでも時系列方向にかなり長期にわたるのであればデータ

の定常性について考慮する必要があるが，これまで定常性に関して注意が払わ

れることは少なかった．パネルデータが非定常な変数である場合，時系列デー

タ分析と同様に見せかけの（spurious）回帰となってしまうおそれがある．し

かし，個別主体ごとの単位根検定は検定力が低く*26，データが非定常過程であ

*24 先行研究においては分析対象国を OECD 諸国と非 OECD 諸国とに分類しているものがほ
とんどである．環境クズネッツ曲線は経済発展との関連を捉えるものであるからこの分類方
法は適切なものであると言える．本稿において気候変動枠組条約附属書の分類にしたがった
のは，附属書 I国の大部分は OECDに加盟しており，先行研究の分類と大きな差はないこ
と，さらに，地球温暖化問題の国際交渉が当該条約に基づくグループで行われることが多い
といった政治的な背景を意識していることによる．

*25 1人あたり実質 GDPの 2乗項については省略している．
*26 通常の個別主体ごとの単位根検定がパネルデータによる単位根検定に比べて検定力（power）
が低いのは，主として時系列方向のサンプル数が不足しがちなためであると考えられている．
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るという帰無仮説を受容しがちであるという問題点がある．近年，パネルデー

タの単位根検定に関する手法が発展してきたことにより，分析に先立ってデー

タの特性について検討を加える研究も現れ始めた．Perman and Stern（2003）

は硫黄排出物を対象としているが，回帰分析で使用する各変数に関してパネル

単位根検定を行っており，「単位根がある」という帰無仮説を棄却できないとい

う結論を得ている．Cole（2003）は二酸化炭素排出量および所得その他の説明

変数に関してパネル単位根検定を実施しているが，同様に帰無仮説を棄却する

ことはできず，1階の階差をとった系列が定常であること，すなわち I(1)であ

るという結論を得ている．

本稿においても使用する各変数に関して分析対象の 120ヵ国をサンプルにパ

ネル単位根検定を実施した．パネル単位根検定としては，Levin and Lin（1993）

を拡張した Levin, Lin and Chu（2002）テスト（LLC），Im, Pesaran and Shin

（2003）テスト（IPS），Maddala and Wu（1999）および Choi（2001）によ

る Fisher type ADF（Augmented Dickey-Fuller）テスト（F-ADF），Hadri

（2000）テストなどいくつかの手法が提案されている．

本稿では LLC，IPS および頑健性チェックの意味も含めて F-ADF による

3 通りの検定を行った*27．パネル単位根検定は仮定の相違に基づき大きく 2

つのタイプに分類されるが，LLC は第 1 のタイプに，IPS および F-ADF は

第 2 のタイプに対応するものである（補論 B.1 節参照）．検定に当たっては

定数項（individual effects）を含めたモデルを採用し，さらにトレンドの有

無を考慮した．結果は表 4 のとおりである．なお，1 人あたり二酸化炭素排

出量を “CO2/P”，1 人あたり実質 GDP を “GDP/P”，およびその 2 乗を

“(GDP/P )2”と表記することにする．

＜表 4：パネル単位根検定＞

第 1に，CO2/P についてレベルに関する検定結果（表 4上段）を見ると，ト

レンドの有無にかかわらず，すべての検定において「単位根がある」という帰

無仮説を有意水準 10％でも棄却できないという結果になった．1階の階差をと

ると（表 4下段）帰無仮説を棄却することができ，定常過程となることがわか

る．第 2に，GDP/P，および (GDP/P )2 についてレベルに関する検定結果を

見ると，トレンドの有無にかかわらずいずれの検定でも帰無仮説を棄却できな

い．すなわち，単位根の存在が疑われることを示している．しかし 1階の階差

をとった場合は帰無仮説を棄却することができ，定常過程となる．以上の検定

結果を踏まえ，以下の分析においては各変数とも I(1)であると仮定することに

*27 Perman and Stern（2003）および Richmond and Kaufmann（2006）は LLC および
IPSの手法を，Cole（2003）および Dinda and Coondoo（2006）は IPSの手法をそれぞ
れ用いている．

20



する．

3.3.3 パネル共和分検定

本稿で用いる各変数は非定常であるので，データの水準を用いた回帰分析は

見せかけのものになる．しかし，ここでは各変数が I(1)であることを前提とし

て，(14)式にあるような関係が長期的に安定した均衡関係として成立するか否

かをパネル共和分検定により検証する．長期的な均衡関係が確認できれば各変

数が定常性を満たさない場合であっても見せかけの回帰ではなくなる．パネル

共和分検定についてもいくつかの手法が提案されている（補論 B.2節参照）．単

位根検定と同様に共和分検定においても，個別主体ごとの検定に比べてパネル

共和分検定は検出力が高いことが知られている*28．

本稿では検定の頑健性を確認する意味も含めて，Kao（1999）および Pedroni

（1999）の 2通りの方法により検定を行った*29．Kao（1999）の ADFテストに

おけるラグ数は 1とした．検定統計量の計算には GAUSS上で動作する NPT

1.3（Chiang and Kao, 2002）を利用した．結果は表 5のとおりである．

＜表 5：パネル共和分検定＞

検定結果からは，いずれの検定方法においても帰無仮説は有意に棄却されて

おり，CO2/P，GDP/P，(GDP/P )2 の各変数間において共和分関係が検出さ

れていることがわかる．すなわち，これらの各変数は長期的に安定した均衡関

係にあることを支持していることになる．

以上の結果を踏まえ，以下における環境クズネッツ曲線の推定においては，

長期的関係として各変数のレベル・モデルを用いた推定を行うことにする．

3.4 環境クズネッツ曲線の推定

3.4.1 推定方法

先にも述べたように，先行研究においては理論モデルにしたがった構造型に

よる推定を行った実証研究は存在しない．その理由の一つは，前節で見たよう

に理論モデルでは環境クズネッツ曲線の成立がパラメータに依存する形になっ

ており，その代理変数となりうる適切なデータを見つけるのは困難であるため

であると思われる．また，環境に関するデータそのものの利用可能性が乏しい

ということも実証分析を困難にしていると考えられる．このような難点を伴う

ために，本稿においても構造型による推定には立ち入らず，(14)式に基づく従

*28 個別主体ごとの小標本に基づく検定では統計量の分散が大きくなりがちであり，長期的に安
定した関係が存在してもそれを検出するのは困難であることが指摘されている．

*29 Richmond and Kaufmann（2006）は Pedroni（1999）の検定手法を採用している．
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来の定式化による推定を行うことにしたい．所得の多項式による推定を行うこ

とで，他の環境クズネッツ曲線研究と整合性をとったり，比較可能にしたりす

る利点があるとも考えられる．

以下では，(1)静学的パネルデータ推定，(2) Arellano and Bond（1991）に

よるダイナミック（動学的）パネルデータ推定，(3) Blundell and Bond（1998）

によるシステム GMM推定により環境クズネッツ曲線を推定する．

3.4.2 推定 (1)―静学的パネルデータ推定

多くのパネルデータを用いた先行研究で主として採用されてきたのは標準的

なモデル，すなわち静学的パネルデータのモデルである．このモデルを環境ク

ズネッツ曲線の推定に適用しようとする場合には，後に示すようにいくつかの

問題点を含むと考えられるが，推定結果比較のため，本稿でも先行研究にな

らってこの標準的な推定を新しいデータセットを用いて行うことにする．

個別主体と時系列観測値を表すインデックスをそれぞれ i および t（i =

1, 2, . . . , N ; t = 1, 2, . . . , Ti）とする．N は個別主体の総数，Ti は個別主体 i

における利用可能な期間の数である．ここで推定するモデルは次のような二元

配置誤差構成要素（two-way error component）モデルである．

yit = β0 + β1xit + β2x
2
it + µi + λt + uit (15)

ここで，yit = (CO2/P )it，xit = (GDP/P )it であり，uit は撹乱項である．ま

た，µi および λt はそれぞれ個別効果と時間効果である．観察不可能な個別効

果の導入は，所得の高い国は寒冷地に位置する場合が多いなどの要因をコント

ロールするためのものであり，観察不可能な時間効果の導入は，石油価格，技

術変化，景気変動，環境政策や環境水準等のコントロールのためである．時間

効果は各年のタイム・ダミーによるパラメータにて計測する．

この式についてレベルデータでの推計を行う．説明変数は 1人あたり所得の

みとするが，これは所得の説明力がもっとも高いという Stern（1998），Agras

and Chapman（1999），および Neumayer（2002）の指摘，および先行研究に

おいても 1人あたり所得のみを説明変数とするケースが多いことを踏まえたも

のである．期待される符号条件は β1 > 0，β2 < 0である．

以下では 120 ヵ国ベースの全サンプル（以下，「全世界」という）を使用し

た推定を主として行うが，各グループごとの動向にも関心があることや頑健性

チェックの意味も含めて，附属書 II国，附属書 I国，非附属書 I国のサブサン

プルごとの推定も行うことにする．

＜表 6：推定結果 (1)：ランダム効果モデル＞

ランダム効果モデルによる推定結果は表 6のとおりである．結果の表では個

22



別効果，時間効果の報告は省略している*30．

推定されたパラメータは有意であって期待される符号条件を満たし，形式的

にはすべてのケースで環境クズネッツ曲線の成立を確認することができる．サ

ブサンプルでの推計も行っている先行研究においては，所得の高い先進国では

成立し，また，グローバルな規模での汚染物質については環境クズネッツ曲線

は成立しにくいとする結果が多いのとは対照的である．

全世界の転換点は 24,233米ドル（1996年価格）であり，その転換点はサン

プル内にあることがわかる．グループ別の転換点を見ると，最低は附属書 II国

の 24,970米ドル，附属書 I国は 31,184米ドルとなっている．いずれのグルー

プにおいても転換点はサンプル内にあり，先行研究に近い水準であることが確

認できる．なお，附属書 I国は附属書 II国に市場経済移行国を加えたものであ

る．市場経済移行国が転換点の上方シフトをもたらしていると考えられるが，

市場経済移行国のサンプル数が少ないため，結果の評価には留意を要する．

非附属書 I国の転換点は 27,545米ドルであり，やはりサンプル内に存在する

ことがわかる．これらの国々の推定された転換点は，先行研究の結果と比較す

ると低い数値になっている．しかし，この数値はサンプルの上限（28,999米ド

ル）に近く，これらの国々の現状の所得水準からすれば当面は単調増加に近い

とも考えられる．

しかし，全世界の転換点の水準は各グループの転換点の水準よりも低くなっ

ており，この推定結果にはやや違和感がある．

3.4.3 推定 (2)―ダイナミック・パネルデータ（Arellano and Bond）推定

二酸化炭素排出量と所得の関係は長期的に安定した均衡関係として捉えるこ

とができる（3.3.3節参照）．したがって環境クズネッツ曲線が成立するとすれ

ば，それは長期的均衡への調整過程を意味しており，しかも調整過程にある程

度の時間を要していると考えることができる．この場合，モデルの定式化には

時間要素を考慮したモデルの採用が適切になる（Perman and Stern, 2003）．

一方，(15)式のような静学的モデルは（短期的な）均衡を表している式，ある

いは調整速度がきわめて速い場合の推定に妥当するものと考えられる．

また，3.2節でも述べたとおり，(15)式では同時性を考慮していないという大

きな問題点がある．先行研究では (15)式のような定式化を「誘導型」（reduced

form）と記述しているものが多いが，誘導型であるならば，説明変数は外生変

数，先決内生変数など外生性を満たすものに限られる．しかし，同時性が考え

られる状況下では外生性の条件は満たされない．

これらの問題点に対処するための一つの方法として，ダイナミック・モデル

*30 以下の推定結果の表においても同様とする．
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および操作変数を用いた GMM（一般化モーメント法）推定の必要性が高いよ

うに思われる．環境クズネッツ曲線のダイナミックなプロセスが明らかになれ

ば，それを基にした将来の変動予測に資することが可能になるとも考えられる．

先行研究の中では，Agras and Chapman（1999）がダイナミックな過程を考慮

しており，自己回帰分布ラグ（ADL）モデルを適用している．Halkos（2003）は

硫黄排出物に関する環境クズネッツ曲線の推定に Arellano and Bond（1991）

によるダイナミック・パネルデータ・モデルを適用している．

Arellano and Bond（1991）による手法は，上記のような環境クズネッツ曲

線の静学的パネルデータの推定から生じる問題点に対する一つの解決法を与え

る．本稿でも Halkos（2003）にならってこのモデルの適用を試みる（補論 C.1

節参照）．二酸化炭素を対象とした環境クズネッツ曲線の推定において，このモ

デルを適用した先行研究は，現在のところ見あたらない．GMMによる推定は

固定効果およびランダム効果を区別する必要がないことに加え，撹乱項の分布

に関して特定化する必要がないという特長があるので，このモデルを採用する

ことで，推定方法，統計的処理に厳密性をもたせることも可能になるというメ

リットがある．

推定式は次の通りである．

yit = αyi,t−1 + β1xit + β2x
2
it + µi + λt + uit (16)

ダイナミック・パネルデータ・モデルの特徴は，このように説明変数にラグ付

き被説明変数があることである．

この式に対して GMM 推定を行うので適切な操作変数が必要になる．Arel-

lano and Bond（1991）の手法にしたがい，ラグ付き被説明変数 yi,t−1 と個別

効果 µi の相関から生じる同時性バイアスは yit の 2期前以前のラグ項を操作変

数とし，1人あたり実質 GDPxit およびその 2乗項と撹乱項 uit の相関から生

じる同時性バイアスは，xit および x2
it の 2 期前以前のラグ項を操作変数とす

る（補論 C.1節参照）．ただし，理論的には 2期前以前の説明変数が操作変数に

なりうるが，実際の推定においては必ずしもすべての操作変数を利用するのは

望ましくないとも考えられている．情報の少ない操作変数は不要という発想で

ある．事実，多くの操作変数を利用することは overfittingバイアスを生じやす

い．また，本稿のように説明変数が内生変数の場合，多くの操作変数を利用す

ることは，推定にバイアスを生じさせることも知られている．

したがって，ここでは操作変数は，被説明変数のラグ項については 10 期

分（yi,t−2, . . . , yi,t−11），内生の説明変数については 5期分（xi,t−2, . . . , xi,t−6，

x2
i,t−2, . . . , x

2
i,t−6）とした．

推定結果は表 7のとおりである．推定には Ox 4.04（Doornik, 2006），およ

び DPD 1.24（Doornik et al., 2006）を使用した．
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＜表 7：推定結果 (2)：

Arellano and Bond（1991）ダイナミック・パネルデータ・モデル＞

推定に際しては one-step推定と two-step推定を試みた．前者は撹乱項の均

一分散を仮定するものであり，後者は撹乱項の分布に特段の制約を置かない手

法である．two-step推定については，表 7では全世界についてのみ報告してい

る．これは各サブサンプルを用いた推定ではパラメータが安定しなかったため

である．

推定されたパラメータを見ると，すべてのグループで符号条件を満たしてお

り，かつ，1％水準で有意であるという結果となった．

モデル特定化に関するテストは，AR(2)テストと Sarganテストを実施した

（補論 C.1.2節参照）．

AR(2)テストは撹乱項 uit が 2階以上の自己相関を持たないことをテストす

るものである．2階以上の自己相関を持つ場合には操作変数として利用できな

いものが存在することになり，ダイナミック・パネルデータ推定は適用不可能

になるので，これは重要な仮定である．「2階以上の自己相関がない」という帰

無仮説に対して，非附属書 I国を除く他のグループにおいては有意水準 10％で

もこれを棄却することはできない．非附属書 I国についても 5％水準では棄却

できないという結果が得られた．

Sarganテストは操作変数に関する過剰識別制約テストである．「過剰識別制

約は有効である」という帰無仮説に対して，one-step推定では附属書 II国でこ

れを棄却できないが，他のグループではを棄却するという結果となり，two-step

推定では棄却できないという結果が得られた．ただし，Sarganテストは撹乱項

が不均一分散のときには過剰に棄却してしまう傾向があることが指摘されてい

る（Arellano and Bond, 1991）．one-step 推定で附属書 II 国を除くグループ

で帰無仮説が棄却されているのは，パネルデータに特有の不均一分散が存在し

ているためである可能性がある．

転換点については，全世界では 22,337米ドル（1996年価格）あるいは 21,819

米ドルとなった．各グループについても 21,141 米ドル（非附属書 I 国）から

26,780米ドル（附属書 I国）の範囲であり，いずれのグループについても各サ

ブサンプル内に存在することが確認できた．転換点の水準については，いずれ

のグループでも 20,000 米ドルを超えているが，表 6 の静学的モデルの結果よ

り低く，また，先行研究よりやや低めの結果となっている*31．なお，本研究に

おける結果の特徴としては，各グループにおける転換点がほぼ同じ水準になっ

*31 Halkos（2003）による Arellano and Bondモデルを用いた硫黄排出物に関する研究でも，
先行研究（Stern and Common, 2001）よりも低い転換点水準になるという結論を得てい
る．
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ており，顕著な差がないことが挙げられる．

以上の結果を踏まえると，すべてのグループについて環境クズネッツ曲線の

成立を確認できよう．

3.4.4 推定 (3)―システム GMM（Blundell and Bond）推定

Arellano and Bond（1991）によるダイナミック・パネルデータ推定は，時

系列方向のデータ数 T が小さいときはバイアスが大きく，その結果として検定

のサイズが歪むことが知られている．さらに，GMMに基づく推定法では，操

作変数の弱相関問題も指摘されている．

Blundell and Bond（1998）による手法（システム GMM推定）は，この問

題に対応するための一つの解決方法となる．この手法はダイナミック・パネル

データ推定の一種であり，Arellano and Bond（1991）の拡張となっている．

具体的には，y の水準だけでなく，y の階差（∆y）と撹乱項からも有益な情報

（直交条件）を獲得し，これに基づいて操作変数を拡張して推定を行うものであ

る（補論 C.2 節参照）．本稿においても上記の問題点を改善し推定の精度を高

めるべく，この手法による推定を試みた．ここで用いた操作変数は，3.4.3節で

採用した操作変数に加え，∆yi,t−1，∆xi,t−1，および ∆x2
i,t−1 とした．

推定式は (16) 式と同じであり，推定結果は表 8 のとおりである．推定には

Ox 4.04（Doornik, 2006），および DPD 1.24（Doornik et al., 2006）を使用

した．

＜表 8：推定結果 (3)：Blundell and Bond（1998）システム GMM・モデル＞

推定に際しては 3.4.3 節と同様に one-step 推定と two-step 推定を試みた．

two-step推定について全世界についてのみ報告しているのは，やはりサブサン

プルを用いた推定ではパラメータが安定しなかったためである．

推定されたパラメータを見ると，すべてのグループで符号条件を満たしてい

ることがわかる．また，それらは 1％水準ないし 5％水準で有意であるという

結果が得られた．また，xit と x2
it のパラメータは表 7における結果よりも小さ

くなっている．これは，Arellano and Bond（1991）による推定ではパラメー

タが過大推定だった可能性を示唆しているのかもしれない．AR(2)テストおよ

び Sarganテストも行ったが，結果は 3.4.3節と同様であった．

転換点については，全世界では 21,739米ドル（1996年価格）あるいは 21,583

米ドルとなった．各グループごとに見ると 19,596米ドル（非附属書 I国）から

25,746米ドル（附属書 II国）の範囲となり，転換点はやはりサブサンプル内に

存在することが確認できた．また，非附属書 I国を除けば 20,000米ドルを超え

る高い水準となっていることがわかる．転換点の水準を表 7と比較すると，全

世界ではほぼ同じ水準である．附属書 II国では上昇しており，表 6における結
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果をも若干上回っている．その他のグループでは小さくなっている．さらに，

各グループにおける転換点は表 7と比較すれば若干のばらつきが見られる．

これまでの結果を総合的に判断すると，すべてのグループについて環境クズ

ネッツ曲線の成立を確認できると考えても差し支えなかろう．

3.5 転換点に関する若干の考察

ダイナミック・パネルデータ推定による表 8を見て興味深いのは，転換点が

いわゆる発展途上国である非附属書 I国において最小となっており，逆に先進

国である附属書 II国において最大となっていることである．先行研究では，発

展途上国の環境クズネッツ曲線は単調増加か，あるいは逆 U字型曲線が成立し

たとしても当面は単調増加に近く，途上国の転換点はサンプルを超えた非常に

高い水準であるという結果がいくつか存在する．そして，それは直観的にも受

容しやすいので，広く支持されているように思われる．しかし，本稿での転換

点の推定結果はこうした「通念」とは逆となっている．この結果はどのように

理解すればよいのであろうか．

この点に関する解釈の一つの可能性として，京都議定書の影響に着目してみ

る．本稿で使用したデータは先行研究よりも期間の長い 2003 年までのデータ

を使用していることから，京都議定書を採択した 1997 年を境として何らかの

変化が生じたのだとすれば，転換点の逆転現象はそれが反映されているのかも

しれないということである．換言すれば，京都議定書の採択や批准は二酸化炭

素排出量削減のため，あるいは転換点を低下させるための「制度」として影響

を持ったかもしれないということである．外部不経済を内部化するような何ら

かの「制度」の導入は転換点をもたらしたり変化させたりするための要因の一

つであると考えられるからである．以下ではこうした環境クズネッツ曲線の構

造変化の問題を簡単に考察してみたい．

構造変化の検証は，本来ならば Chowテストなどの仮説検定を行うべきであ

る．しかし，ここでの問題意識にしたがって仮に 1997 年でサンプル期間を区

分した場合，1998年以降のサンプルに十分な自由度を確保できないという困難

があるので断念せざるを得ない．ここでは，推定期間の終期を 1995 年から 1

年ずつ 2003 年まで変更しながら推定を繰り返し，得られた転換点の推移を簡

単に検討することにする．転換点の推移は表 9のとおりである．

＜表 9：平均 1人あたり実質 GDPと転換点の推移＞

表 9を見ると，1995年から 2003年まで推定期間を 1年ずつ伸ばした場合，

各グループの 1人あたり実質 GDPのサンプル平均値も上昇していることがわ

かる．一方，転換点の推移は各グループで増減に差があることがわかる．転換
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点は 1997年までは各グループとも上昇しているが，1998年には低下している．

このことは議定書採択の影響があった可能性とも考えられる．

さらに，非附属書 I国は 1998年以降，転換点は傾向的に低下しているが，他

のグループでは上昇傾向にある．このことを説明する一つの可能性として，非

附属書 I国が後発の利益を享受していることが考えられる．すなわち，転換点

のシフトをもたらす要因の一つとして技術進歩やイノベーションの影響が考え

られるが，京都議定書の採択を受けて，特に附属書 II国からの技術移転等によ

り非附属書 I国の転換点が低くなり，環境クズネッツ曲線自体が左方にシフト

しているというものである．

2003年に非附属書 I国の転換点が大きく低下（21,316→ 19,596）している

のは，2002年に京都議定書を批准する国が多かったからという可能性も考えら

れる．表 10 を見ると，全世界で 2002 年に京都議定書を批准したのはもっと

も多い 55ヵ国である．そのうち本稿で分析対象となっているのは 45ヵ国であ

る．45ヵ国のうち附属書 I国は 25ヵ国を占め，特に附属書 II国は EU諸国や

日本などを含め 19ヵ国に達する．多くの附属書 II国がこの年に京都議定書の

拘束を受けることになったことから，クリーン開発メカニズム（CDM）等につ

ながるような対策を本格的に進める附属書 II国が増加したという解釈である．

＜表 10：京都議定書締結国数（締結年別）＞

以上の簡単な考察をまとめると，1997年の京都議定書の採択は，附属書 II国

に対しては，自身の転換点を低下させるまでには及んでいないという点で影響

を与えていない可能性がある．また，非附属書 I国の転換点に影響を及ぼすの

は主として附属書 II国の経済行動であると考えるならば，非附属書 I国の転換

点が低下しているという意味では，京都議定書は附属書 II国に影響を与えてい

る可能性がある．しかし，いずれも推測にすぎない．本稿の分析からはこれ以

上の確定的なことは何も言えず，今後の課題として残る点である．

4 おわりに

本研究の特徴と結論を要約すると，以下のようになろう．

まず，先行研究と比較した本研究の特徴は，第 1に，推定手法として 2種類

のダイナミック・パネルデータモデルを採用し，同時性バイアス等の推定にお

ける技術的な問題に対応したこと，第 2に，先行研究では取り上げられること

が少なかった，パネル単位根検定とパネル共和分検定を行い，パネルデータの

定常性について注意を払ったこと，第 3に，2003年までの最新のデータを利用

し，1997年の京都議定書採択後の動向も含めて検討したことである．

得られた結論は，第 1に，環境クズネッツ曲線の成立を確認したこと，第 2
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に，転換点の水準は全世界ベースで約 22,000米ドル（1996年価格）であって，

その水準は先行研究の結果と比較してやや低めの水準であることを確認したこ

とである．

推定結果を基にすると，非附属書 I国の環境クズネッツ曲線が左方へシフト

していることがわかる．その理由の一つの可能性として，京都議定書の導入が

限定的に影響を及ぼしたことが考えられるが，確定的な理由とは言えない．

注意すべき重要な点は，環境クズネッツ曲線が確認されたからといって，単

純に経済成長を追求するような政策を採用すればよいというものではないとい

うことである．2.3節で述べた Arrow et al.等の指摘は依然として有効である

と考えられる．指摘の中でも特に地球温暖化問題に関しては，世界の大部分の

国が発展途上にある非附属書 I国に属することから，その転換点の水準の高さ

も考慮すると，世界全体で考えた場合，当面は排出量が増加し続けるのは避け

られない．

世界全体の排出量を抑制するためには，環境クズネッツ曲線との関係では次

の点が重要であろう．

第 1に，環境クズネッツ曲線上の転換点を生じさせるためには，二酸化炭素

は将来甚大な被害をもたらす「汚染物質」であることを認識させる必要がある．

それと同時に，環境改善は社会的費用を意識させる制度改革（環境規制の導入）

から生じることも認識すべきである．京都議定書の採択や批准がその役割を果

たすものと期待されたが，3.5節で見たように，京都議定書は附属書 I国自身の

転換点の低下には影響を与えていないようである．したがって，京都議定書以

外の環境規制，例えば，炭素税の導入なども本格的に検討する必要があるかも

しれない．また，ポスト京都議定書，すなわち 2013年以降の国際協調の枠組，

ルールの役割はきわめて重要である．

第 2に，世界の大半が位置する環境クズネッツ曲線の左側の部分の場合，す

なわち，所得増加とともに環境が悪化する場合は，社会的費用よりも削減費用

が相対的に高いと考えられ，排出量の削減は困難である．こうした国々に対し

て排出量削減を促進するためには，二酸化炭素削減技術開発を急ぐべきであろ

う．附属書 II国で環境技術，特にエポック・メイキングな二酸化炭素削減技術

が開発・導入されれば，それは附属書 II国自身の環境クズネッツ曲線を左下方

にシフトさせることになる．また，3.5節で示唆したように，開発援助や直接投

資による技術移転が行われれば，非附属書 I国自身の環境クズネッツ曲線をさ

らに左下方にシフトさせる可能性もある．

本稿で十分に検討できなかった問題は次のような点である．

第 1に，推定式の定式化，精緻化にかかる問題である．本稿では所得の 2次

式を採用したが，先行研究には 3次式を採用し，環境クズネッツ曲線が N字型

を示す可能性を検討しているものもある．所得以外の説明変数採用の是非も本
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稿では十分に検討していない．各国同一のパラメータを持つ環境クズネッツ曲

線の推定に問題があるならば，random coefficientモデルなどの採用も検討に

値しよう．また，所得の多項式以外の定式化も検討の余地がある．あるいは，

単純な放物線よりも非線形の関数型の方が適切であるかもしれない．理論モデ

ルにしたがった定式化ができればもっとも望ましい．

第 2に，環境クズネッツ曲線のシフトの要因に関する検討である．京都議定

書との関係は 3.5節でごく簡単に考察したが，満足のいく結果ではなく，今後

はこれを深める必要がある．また，技術進歩との関係を明らかにすることも興

味深い点である．いずれもデータを用意するのには時間を要するが，検討に値

する重要な問題であると考えられる．

以上の点については今後の課題としたい．
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補論 A Stokeyの蓄積性汚染を伴うモデル

A.1 モデルの設定と最適成長経路の導出

以下では 2.2節におけるモデルを解説する．各変数の表記法は本文と同一で

あり，2.2節を参照のこと．

解かれるべき問題を再掲すると，それは次のようなものである．
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（問題） max
∫ ∞

0

e−ρt

(
c(t)1−σ − 1

1 − σ
− B

γ
X(t)γ

)
dt

subject to ˙k(t) = Aegtk(t)αz(t) − δk(t) − c(t)
˙X(t) = Aegtk(t)αLz(t)β − ηX(t)

k(0) = k0, X(0) = X0

ハミルトニアン（current-value Hamiltonian）を次のように設定する．

H ≡ c(t)1−σ − 1
1 − σ

− B

γ
X(t)γ + λ(t)(Aegtk(t)αz(t) − δk(t) − c(t))

− µ(t)(Aegtk(t)αLz(t)β − ηX(t))

不効用をもたらす汚染ストック X(t) のシャドー・プライスは負値になる．そ

こで，−µ(t)をシャドー・プライスとすることにより，µ(t) > 0として考える．

最大値原理より，最適化のための必要条件（1階の条件（first-order condition）

および横断性条件（transversality condition））は，

∂H
∂c(t)

= 0 (17)

∂H
∂z(t)

= 0 (18)

∂H
∂k(t)

= ρλ(t) − ˙λ(t) (19)

∂H
∂X(t)

= −ρµ(t) + ˙µ(t) (20)

lim
t→∞

e−ρtλ(t)k(t) = 0 (21)

lim
t→∞

e−ρtµ(t)X(t) = 0 (22)

で与えられる．なお，z(t) ∈ [0, 1] であることに注意すると，(18) 式において

は，z(t)が内点解となるときに等号が成立することになる．Hが制御変数 c(t)，

z(t) と状態変数 k(t)，X(t) について凹関数であるので，(17)～(22) 式は最適

化のための必要十分条件となる．

z(t) ∈ [0, 1]を考慮して (17)～(20)式をそれぞれ整理すると，2.2節の (8)～

(11)式が得られる．

A.2 定常状態における成長率

A.1節で導出された最適化の条件を満足し，かつすべての変数が一定の率で

成長する定常状態における成長率を検討する．

(8)式より，
˙c(t)

c(t)
= − 1

σ

˙λ(t)
λ(t)

が得られるので，定常状態で
˙c(t)

c(t)
が一定ならば

˙λ(t)
λ(t)

も一定となる．したがって (10)式より
y(t)
k(t)

も一定，すなわち，gy = gk

となる．
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(7)式より， ˙k(t) = y(t)−δk(t)−c(t)であるから，gk ≡
˙k(t)

k(t)
=

y(t)
k(t)

−δ− c(t)
k(t)

となり，これは定常状態で一定であるから
c(t)
k(t)

も一定となる．すなわち，

gc = gk となる．以上より，
gy = gk = gc (23)

が得られ，定常状態における y，k，cの成長率は等しいことがわかる．

(8)式および (9)式よりそれぞれ，

gy = − 1
σ

gλ (24)

gz =
1

β − 1
(gλ − gµ) (25)

が得られる．

また，(6)式より，

gX =
x(t)
X(t)

− η

となり，定常状態では gX および ηは一定となるので，
x(t)
X(t)

も一定となる．す

なわち，
gx = gX (26)

が得られる．

(4)式より，x(t) = y(t)Lz(t)β−1 と書けるので，次式が成り立つ．

gx = gy + (β − 1)gz (27)

(25)，(26)，(27)式より，

gX = gx = gy + gλ − gµ (28)

となり，また，(11)式より，

(γ − 1)gX = gµ (29)

が得られる．

(24)，(28)，(29)式より，gX = gx = gy − σgy − (γ − 1)gX となるので，こ

れを整理すると，以下の関係が成立する．

gX = gx =
1 − σ

γ
gy (30)

これは，定常状態における汚染排出の変化率を表している．
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このとき，定常状態における成長率は，(3)式，および (23)，(24)，(29)，(30)

式により，

gy = g + αgk + gz = g + αgy +
1

β − 1
(gλ − gµ)

= g + αgy − σ

β − 1
gy − 1 − σ

β − 1
γ − 1

γ
gy

となり，これを整理すると，

gy =
γ(β − 1)g

(1 − α)γ(β − 1) + (γ + σ − 1)
(31)

が得られる．

補論 B 非定常パネルデータ

B.1 パネル単位根検定

B.1.1 パネル単位根検定の概要

パネルデータの単位根検定には Levin and Lin（1993）を拡張した Levin,

Lin and Chu（2002）テスト，Im, Pesaran and Shin（2003）テスト，Maddala

and Wu（1999）および Choi（2001）による Fisher type ADFテスト，Hadri

（2000）テストなどが提案されている*32．

これらのパネル単位根検定は大きく 2種類に区分される．各検定の特徴を理

解するために，パネルデータに対する次のような AR(1)過程を考えてみる．

yit = αiyi,t−1 + x′
itβi + uit

iはクロス・セクション，tは時間を表す．また，xit は外生変数で定数項やト

レンド項を表す．

分類基準の第 1は各主体共通の（homogeneous）単位根（α1 = α2 = · · · =

αn = α）の存在を仮定するものである．第 2は各 αi は共通ではない（hetero-

geneous）と仮定するものである．

前者の仮定を採用する検定は：

• Levin, Lin and Chu（2002）テスト（LLC）：基本的な ADFモデルを採

用し，各主体共通の単位根（α1 = α2 = · · · = αn = α）の存在を仮定す

るものである．

• Hadri（2000）テスト：定数項あるいは定数項とトレンド項のみによる

OLS回帰から求められる残差を分析し，LM（Lagrange Multiplier）統

計量を検定するものである．

*32 パネル単位根検定については Baltagi（2005）の第 12章で手際よくまとめられている．
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後者の仮定を採用する検定は：

• Im, Pesaran and Shin（2003）テスト（IPS）：各 αi は共通ではないの

で，個別の単位根検定と同値である．個別の ADF回帰により得られた

αi の t統計量の平均値を検定統計量として利用するものである．

• Fisher type ADF テスト（F-ADF）：IPS と同様に，個別主体の ADF

検定を集計して全体的な検定を行うものである．すなわち，個別のADF

回帰により得られた αi の p値を組み合わせて検定を行うものである．

Hadriテストは「単位根は存在しない」ということを帰無仮説とするのに対

し，他のテストは「単位根が存在する」ことを帰無仮説とする．より正確には，

帰無仮説を H0，対立仮説を H1 とすると，

LLC H0: α = 1， H1: α < 1

Hadri H0: α < 1， H1: α = 1

IPS，F-ADF H0: αi = 1 for all i，

H1: αi < 1 for at least one i

となる．

B.1.2 Levin, Lin and Chu テストに関する補足

3.3.2節では対象パネルデータの水準および 1階の階差について，3種類の検

定を実施した．このうち LLCについては，同時点における撹乱項（uit）のク

ロス・セクション方向の相関が推定上大きな歪みをもたらす可能性が指摘され

ている．例えばある時点におけるエネルギー価格の大きな変動が各国に波及し

た過程を考えると，各国の撹乱項が相関している可能性は否定できない．そこ

で，uit のクロス・セクション方向での相関をコントロールするための一つの

簡便な方法として，各変数 zit のクロス・セクション方向の平均値からの偏差

（zit − (1/N)
∑N

i=1 zit）を表す系列を作成し，これについて LLCを実施してみ

た*33．

対象国を全 120ヵ国とした場合の検定結果は付表 1のとおりである．CO2/P

の場合はトレンド項の有無に関わらず，非定常性の帰無仮説を棄却できる，す

なわち I(0) であるという結果を得た．一方，GDP/P，(GDP/P )2 について

は，各変数とも I(1)であることを示唆する結果を得た．

この結果を踏まえると，CO2/P の定常性の解釈については悩ましい面があ

る．単純には比較できないが，LLCよりも IPSが，IPSよりも F-ADFの方が

パネル単位根検定としてよいパフォーマンスを示しているという指摘もあるこ

*33 Perman and Stern（2003）では，タイム・ダミーを導入することによってこの問題に対応
している．
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と，クロス・セクション方向の相関の除去の方法にも問題がないわけではない

ことから，ここでは 3.3.2節で示した検定結果を重視して，CO2/P についても

I(1)であると仮定することにする．

＜付表 1：パネル単位根検定（平均からの偏差による LLC検定）＞

B.2 パネル共和分検定

パネルデータの共和分検定には，3.3.3 節で採用した Kao（1999）テスト，

Pedroni（1999）テストのほか，McCoskey and Kao（1998）テスト，Pedroni

（2004）テストなどが提案されている*34．最初の 2つのテストの概要は次のよ

うなものである．

• Kao（1999）テスト：すべての個別主体で同一の自己回帰係数を仮定す

る．検定の手続きとしては，パネル推定の残差に DF テスト，および

ADFテストを適用する．OLSから求めた推定残差の自己回帰係数を ρ

とすると，帰無仮説は H0: ρ = 1（共和分関係なし），対立仮説は H1:

ρ < 1として与えられる．

　 5種類の検定統計量が用意されており，そのうち DFテストに基づく

4 種類の統計量はそれぞれ次のように分類される（残り 1 種類は ADF

統計量）．

– DF-ρ，DF-t：説明変数が撹乱項と相関を持たない強外生性および

自己相関なしを仮定．

– DF-ρ∗，DF-t∗：説明変数の内生性を考慮．

すべての統計量は漸近的に標準正規分布にしたがう．片側検定であり，

（負値を含めた）小さな値であるほど帰無仮説を棄却する可能性が高

まる．

• Pedroni（1999）テスト：一部の統計量で個別主体ごとに異なる自己回帰

係数）を許容する点に特徴がある．標準正規分布にしたがう 7種類の検

定統計量が用意されている．

　そのうち 4種類（panel ν，panel ρ，panel t（non-parametric），panel

t（parametric））は within型（panel型）統計量として分類され，すべ

ての個別主体に共通の推定残差の自己回帰係数，すなわち ρi = ρ（for

all i）を仮定する．帰無仮説を H0: ρi = ρ = 1（for all i），対立仮説を

H1: ρi = ρ < 1（for all i）として残差ベースの検定を行う．

　残り 3 種類（group ρ，group t（non-parametric），group t（para-

*34 パネル共和分検定の手法については Baltagi（2005）で簡単にサーベイされている．
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metric））は between型（group型）統計量として分類され，すべての個

別主体に共通の推定残差の自己回帰係数を仮定しない．帰無仮説を H0:

ρi = 1（for all i），対立仮説をH1: ρi < 1（for all i）として残差ベース

の検定を行う．

　 panel ν，panel/group ρ，panel/group t (non-parametric) 統計量

はノンパラメトリックな検定統計量である．すなわち自己相関を制御

する手法として Phillips-Perron テストのような処理を採用している．

panel/group t（parametric）統計量はパラメトリックな処理をしている．

残りの 2つののテストの概要は，簡単に記述すると以下のようなになる．

• McCoskey and Kao（1998）テスト：他のテストとは異なり，帰無仮

説を「共和分関係あり」としている．パネル推定の残差に基づく LM

（Lagrange Multiplier）テストである．共和分ベクトルのパラメータを

推定する際に Phillips and Hansen（1990）の FMOLS（Fully Modified

OLS）等を利用し，その残差を分析するものである．

• Pedroni（2004）テスト：単位根検定における Phillips-Perronテストの

タイプのノンパラメトリックなテストである．パラメトリックな DFテ

ストや ADF テストに比べて撹乱項の分布に関する仮定が緩い．また，

説明変数の強外生性を仮定している．

ここでは参考までに対象国を 120ヵ国とした場合の Pedroni（2004）テスト

も行ってみた．検定結果は付表 2のとおりである．結果からは他のテストと同

様に各変数間の共和分関係が検出されていることが確認できた．

＜付表 2：パネル共和分検定（Pedroni検定）＞

補論 C ダイナミック・パネルデータ推定

C.1 Arellano and Bondのダイナミック・パネルデータ推定

C.1.1 推定方法

ダイナミック・パネルデータ・モデルの特徴は，ラグ付きの被説明変数が説

明変数に含まれることである．このとき操作変数を適切に設定し GMMで推定

することにより一致推定量を得ようとするのがこの推定手法である．

43



ダイナミック・パネルデータ・モデルを一般的に記述すると，

yit =
q∑

p=1

αpyi,t−p + x′
itβ + εit

(i = 1, 2, . . . , N ; t = q + 1, . . . , Ti) (32)

となる．ここで xit は説明変数のベクトル，β はパラメータのベクトルであ

る．q はラグの最大の長さである．Ti は個別主体 i における利用可能な期間

の数であり，個別主体の総数 N よりも小さいものとする．利用可能な観測

値の数は
∑

i Ti となる．誤差項 εit は二元配置誤差構成要素（two-way error

component）モデルにしたがっているとすると，

εit = µi + λt + uit (33)

となる．ここで λt と µi はそれぞれ時間効果と個別効果であり，uit は撹乱項

（idiosyncratic shock）である．誤差構成要素に関して以下の仮定をおく．

µi ∼ i.i.d. (0, σ2
µ)

λt ∼ i.i.d. (0, σ2
λ)

uit ∼ i.i.d. (0, σ2
u)

ダイナミック・パネルデータ推定における問題点の一つは，ラグ付き被説明

変数 yi,t−p が個別効果 µi と相関する（Cov(yi,t−p, µi) 6= 0）ことである．その

ため αp を一致推定することができない．一致推定量を求めるために操作変数

を用いる必要があるが，Arellano and Bond（1991）は最大ラグ数より過去の

被説明変数のラグ値を操作変数として効率的に組み合わせながら利用し，かつ

GMMを導入することで一致推定量を求める方法を提示した*35．以下ではその

概要を説明する．

(32)式および (33)より，個別主体 iに関する（Ti − q）本の式を行列表示す

ると，
yi = Wiγ + δiµi + ui (34)

となる．ここで，γ はパラメータのベクトルで，αp や β，λt を含むものであ

る．Wi は説明変数のデータ行列であり，yi,t−p や xit，タイム・ダミーを含む

ものである．δi はすべての要素が 1である (Ti − q) × 1ベクトルである．

このとき γ の GMM推定量は次のように求められる．

γ̂ =

[(∑
i

W ∗′
i Zi

)
AN

(∑
i

Z ′
iW

∗
i

)]−1 (∑
i

W ∗′
i Zi

)
AN

(∑
i

Z ′
iy

∗
i

)

*35 この方法は Arellano and Bover（1995），Blundell and Bond（1998）で一般化や拡張が
行われている．
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ここで

AN =

(
1
N

∑
i

Z ′
iHiZi

)−1

である*36．Zi は操作変数行列，Hi は GMM加重行列を表す．また，W ∗
i と

y∗
i は個別効果 µi を消去するために，それぞれWi と yi を適切に変換したもの

である*37．

以下では y∗
i やW ∗

i への変換の方法として 1階の階差モデルを想定する．

簡単な例として，本稿で推定している (16)式のような q = 1の場合，すなわ

ち，t = 2, 3, . . . , Ti の場合を考えてみる．

1階の階差モデルの場合，uit が 2階以上の自己相関を持たなければ，2期ラ

グをとった yi の水準は撹乱項の階差とは無相関になる．すなわち，

E(yis∆uit) = 0 (t = 3, 4, . . . , Ti; s = 1, 2, . . . , t − 2) (35)

という直交条件が成立することになる．つまり，操作変数になりうるのは

（yi1, yi2, . . . , yi,Ti−2），および強外生性（strict exogeneity）つまりE(xituis) = 0

（for all t and s）を満たす説明変数の階差（∆x′
i3, ∆x′

i4, . . . , ∆x′
iTi
）の組み合

わせであって*38，操作変数行列 Zi は次のようになる．

Zi =


[yi1] 0 ∆x′

i3

[yi1 yi2] ∆x′
i4

. . .
...0 [yi1 . . . yi,Ti−2] ∆x′
iTi

 (36)

もし xit が強外生性を満たす変数ではなく先決変数（predetermined）である

*36 とくに Zi の列数がW ∗
i の列数と同じであるとき，γ̂ は

γ̂ =

 

X

i

Z′
iW

∗
i

!−1 
X

i

Z′
iy

∗
i

!

として求められる．
*37 変換方法の例としては 1 階の階差，直交偏差（orthogonal deviations）（Arellano and

Bover, 1995），個別主体の平均からの偏差などが考えられる．詳しくは Doornik et al.

（2006）を参照．
*38 例えば t = 3のとき，(32)式より，

(yi3 − yi2) = α(yi2 − yi1) + (x′
i3 − x′

i2)β + (λ3 − λ2) + (ui3 − ui2)

となる．通常 yitはある程度の自己相関を持つと考えられるので，この場合 yi1は (yi2−yi1)

と相関が高い．一方，yi1 は uit に 2階以上の自己相関がない限り (ui3 − ui2)とは無相関
となる．したがって yi1 は操作変数として有効である．同様に，t = 4のとき，

(yi4 − yi3) = α(yi3 − yi2) + (x′
i4 − x′

i3)β + (λ4 − λ3) + (ui4 − ui3)

において，yi2 と yi1 は (yi3 − yi2)と相関が高いが，(ui4 − ui3)と無相関になり，操作変
数として有効である．
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ならば，すなわち，

E(xituis) 6= 0 for s < t

= 0 for s = t

であるならば*39，操作変数としては yit と同様に xit の階差ではなくレベルを

用いた（x′
i1, x

′
i2, . . . , x

′
i,Ti−1）の組み合わせを利用する．同様に考えて，もし

xit が内生変数（endogeneous）であるならば，すなわち，

E(xituis) 6= 0 for s 5 t

= 0 for s > t

であるならば，操作変数になりうるのは（x′
i1, x

′
i2, . . . , x

′
i,Ti−2）の組み合わせ

となる．

以上をまとめると，本稿のような説明変数の内生性を考慮したモデルにおけ

る操作変数行列の設定については，効率的に GMM推定の計算を行うために，

次のような操作変数行列 Zi を採用することになる*40．

Zi =


[yi1 x′

i1] . . .
[yi1 yi2 x′

i1 x′
i2] . . .

. . .
0 . . .

. . . 0. . .

. . .

. . . [yi1 . . . yi,Ti−2 x′
i1 . . . x′

i,Ti−2]

 (37)

加重行列の設定については，撹乱項 uitに均一分散を仮定した場合の one-step

推定では，

Hi =
1
2



2 −1 0 . . . 0

−1 2 −1
. . . 0

0
. . . . . . . . .

...
...

. . . . . . 2 −1
0 . . . 0 −1 2


(38)

を使用する．一方，uit に不均一分散があるなど，分布に制約を課さない場合の

two-step推定では，
Hi = û∗

1,iû
∗′
1,i (39)

で (38)式を置き換える．ここで，û∗
1,i は one-step推定の残差である*41．

*39 以下では xit は個別効果と相関する場合，すなわち E(xitµi) 6= 0の場合を考える．
*40 非バランス型パネルデータや missing observations の場合には，操作変数行列において
データのない行を削除したりデータのない部分を 0 で置き換えたりすることにより対処す
る．

*41 one-step推定と two-step推定は撹乱項が i.i.d.にしたがう場合には漸近的に等しくなる．
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なお，モンテカルロ実験の結果によると，撹乱項に不均一分散がある場合

でも，two-step 推定における標準誤差に関しては過小バイアスがあり信頼性

に問題があることが指摘されてきた．この場合，むしろ one-step 推定の方が

two-step推定よりも標準誤差に関して信頼性のある結果が得られる場合がある

（詳細は Arellano and Bond（1991），Blundell and Bond（1998）を参照）．し

かし分散推定量に関する，Windmeijer（2005）によって提案された小標本修正

を行うことにより，two-step推定で得られた標準誤差に基づいて各変数の有意

性を評価することができる*42．

C.1.2 モデル特定化のテスト

撹乱項 uit に 2階以上の自己相関がないことはダイナミック・パネルデータ・

モデルにおける重要な仮定の一つである．この仮定が満たされない場合は (35)

式は成立せず，操作変数として不適切なものが存在することになる．そのよう

な操作変数で得られた GMM推定量は一致性をもたない．そのため，Arellano

and Bond（1991）では自己相関に関する検定を提案している（AR テスト）．

これは撹乱項に関して 2階の自己相関（AR(2)）の有無ををテストするもので

ある．帰無仮説を「自己相関なし」とした場合に，統計量は漸近的に標準正規

分布にしたがう*43．

Arellano and Bond（1991）では，操作変数に関する次のような過剰識別制

約テストも提案している（Sarganテスト）*44．検定統計量は，one-step推定の

場合を S1，two-step推定の場合を S2 とすると，

S1 =

(
n∑

i=1

û∗′
1,iZi

)
A1,N

(
n∑

i=1

Z ′
iû

∗
1,i

)(
1

σ̂2
1,u

)
(40)

S2 =

(
n∑

i=1

û∗′
2,iZi

)
A2,N

(
n∑

i=1

Z ′
iû

∗
2,i

)
(41)

で与えられる．これらは漸近的に自由度（l−k）の χ2 分布にしたがう．ここで

l は Zi の列数であり，k はWi の列数である．また，û∗
•,i は one-step 推定ま

たは two-step推定の残差であり，σ̂2
1,u = û′

1,iû1,i/(
∑

i Ti − k)である．A•,N

もそれぞれ one-step，two-step推定に対応するものである．

Sargan テストの帰無仮説は「過剰識別制約は有効である」とするものであ

る．また，テストの限界として次の点が指摘されている．第 1に，小サンプル

では検定力が低いことである．第 2に，one-stepのテストにおいては，不均一

分散の下では帰無仮説が過剰に棄却されがちであるということである．

*42 Oxにおける最新バージョンの DPDパッケージではこの修正が標準で適用されている．
*43 検定統計量については Arellano and Bond（1991）や Doornik et al.（2006）を参照．
*44 Hansenの J 検定と基本的に同様のアイディアである．
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C.2 Blundell and Bondのシステム GMM推定

GMM推定では問題点として時間方向のデータ数 T が小さいときはバイアス

が大きいことや，操作変数の弱相関問題（weak instruments）が指摘されてい

る．Arellano and Bond（1991）の GMM推定に関しては，αp が 1に近づく

か µi の分散が大きいとバイアスが大きくなるという問題点が指摘されている．

この場合，操作変数 yi,t−2 は∆yi,t−1 と弱相関になる．

Blundell and Bond（1998）は，ダイナミック・パネルデータ推定において

操作変数行列を拡張することによって GMM推定のバイアスを改善できること

を示した（システム GMM推定）．例えば，(32)式で q = 1の場合，

yit = αyi,t−1 + x′
itβ + µi + λt + uit (42)

であり，Cov(yi,t−1, µi) 6= 0である．このとき両辺の 1階の階差を考えると，

∆yit = α∆yi,t−1 + ∆x′
itβ + ∆λt + ∆uit (43)

となり，∆yit は個別効果 µi に依存しない．したがって，uit に 2階以上の自己

相関がなければ，∆yi,t−1 は (42)式の撹乱項 uit に関して，

E(∆yi,t−1uit) = 0

となる．すなわち，∆yi,t−1 は (42)式の操作変数として有効である．同様に考

えると，（∆yi2,∆yi3, . . . , ∆yi,t−1）が (42)式の操作変数として有効である．し

かし，∆yi,t−2 以前のラグ付き変数は，階差式 (43)式で既に設定されている操

作変数と線形関係にあるため，情報としては特段必要ないものである．

レベル式 (42)式と階差式 (43)式を同時にシステム推定するのが，Blundell

and Bond（1998）が提案したシステム GMM推定である．階差式のみを用い

た推定は Arellano and Bond（1991）のダイナミック・パネル推定に相当する．

つまり Arellano and Bond（1991）は Blundell and Bond（1998）の特殊ケー

スとして考えられる*45．システム GMM 推定はより多くの情報を利用してい

るため，上記の GMMの問題点を改善し，より精度の高い推定量を提供する．

Arellano and Bond（1991）と同様にシステム GMM 推定の場合でも，シ

ミュレーション結果によると標準誤差に関しては two-step 推定では過小バイ

アスがあることが指摘されており，one-step推定の標準誤差の方が信頼性が高

い場合がある．しかしこの場合もWindmeijer（2005）による小標本修正が適

用可能である．また，モデルの特定化に関する ARテストと Sarganテストに

関しても Arellano and Bond（1991）と同様に考えることができる．

*45 システム GMM 推定の場合の，他の説明変数（x′
it）を考慮した操作変数行列 Zi，および

加重行列Hi の設定については，Doornik et al.（2006）を参照．
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図 1 環境クズネッツ曲線

図 2 環境クズネッツ曲線（Stokeyモデル）
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表 2 分析対象国（気候変動枠組条約附属書に基づく分類）

附属書 I国（36ヵ国）

附属書 II国（23ヵ国）

オーストラリア ∗†，オーストリア ∗，ベルギー ∗，カナダ ∗，デンマー

ク ∗，フィンランド ∗，フランス ∗，ドイツ ∗，ギリシャ ∗，アイスラン

ド ∗，アイルランド ∗，イタリア ∗，日本 ∗，オランダ ∗，ニュージー

ランド ∗，ノルウェー ∗，ポルトガル ∗，スペイン ∗，スウェーデン ∗，

スイス ∗，トルコ ∗†，イギリス ∗，アメリカ合衆国 ∗†

市場経済移行国（13ヵ国）

ブルガリア，クロアチア †，チェコ ∗，エストニア，ハンガリー ∗，ラ

トビア，リトアニア，ポーランド ∗，ルーマニア，ロシア，スロバキ

ア，スロベニア，ウクライナ

非附属書 I国（82ヵ国）

アルバニア，アンチグア・バーブーダ，アルゼンチン，アルメニア，

アゼルバイジャン，バングラデシュ，バルバドス，ベリーズ，ベニン，

ボリビア，ボツワナ，ブラジル，ブルキナファソ，ブルンジ，チリ，

中国，コロンビア，コンゴ †，コスタリカ，コートジボワール †，ドミ

ニカ，ドミニカ共和国，エクアドル，エジプト，エルサルバドル，エ

チオピア，フィジー，ガボン †，ガンビア，ガーナ，グレナダ，グアテ

マラ，ギニア，ホンジュラス，インド，インドネシア，イラン，イス

ラエル，ジャマイカ，ヨルダン，カザフスタン †，ケニア，キルギス

タン，レバノン †，マケドニア，マダガスカル，マラウイ，マレーシ

ア，マリ，モーリタニア，モーリシャス，メキシコ ∗，モロッコ，ネ

パール，ニカラグア，ナイジェリア，パキスタン，パナマ，パラグア

イ，ペルー，フィリピン，カメルーン，韓国 ∗，ルワンダ，セネガル，

シエラレオネ †，シンガポール，南アフリカ，スリランカ，セントク

リストファー・ネービス †，セントビンセントおよびグレナディーン

諸島，スワジランド，シリア・アラブ，タイ，トリニダード・トバゴ，

チュニジア，タンザニア，ウルグアイ，ベネズエラ，ベトナム，ザン

ビア，ジンバブエ †

気候変動枠組条約の非対象地域（2地域）

香港 †，マカオ †

（注）“ ∗ ” は OECD 加盟国．
“ † ” は京都議定書未批准国（2006年 9月 28日現在）．
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表
3
記
述
統
計
量
（

1
9
6
0
–
2
0
0
3
年
）

平
均
値

中
央
値

最
大
値

最
小
値

標
準
偏
差

変
動
係
数

観
測
値
数

1
人
あ
た
り

C
O

2
排
出
量
（

C
O

2/
P
）：
炭
素
ト
ン

/人
全
対
象
国
（

12
0
ヵ
国
）

0.
97

0.
42

5.
98

0.
01

1.
14

0.
85

4,
32

6
附
属
書

I
国
（

36
ヵ
国
）

2.
23

2.
05

5.
85

0.
17

1.
08

2.
06

1,
20

1
附
属
書

II
国
（

23
ヵ
国
）

2.
27

2.
08

5.
85

0.
17

1.
13

2.
00

98
1

市
場
経
済
移
行
国
（

13
ヵ
国
）

2.
03

1.
94

4.
40

0.
69

0.
77

2.
63

22
0

非
附
属
書

I
国
（

84
ヵ
国
）

0.
49

0.
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5.
98

0.
01

0.
71

0.
68

3,
12

5

1
人
あ
た
り
実
質

G
D

P
（

G
D

P
/P
）：
米
ド
ル

/人
全
対
象
国
（
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0
ヵ
国
）

6,
94

4
4,
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5

34
,6

68
42

4
6,

56
9

1.
06

4,
32

6
附
属
書

I
国
（

36
ヵ
国
）

14
,2

48
13

,9
97

34
,6

68
1,

03
8

6,
47

1
2.

20
1,

20
1

附
属
書

II
国
（

23
ヵ
国
）

15
,7

37
15

,7
82

34
,6

68
2,

68
8

6,
06

8
2.

59
98

1
市
場
経
済
移
行
国
（

13
ヵ
国
）

7,
60

8
7,

17
8

17
,2

08
1,

03
8

3,
23

6
2.

35
22

0
非
附
属
書

I
国
（

84
ヵ
国
）

4,
13

7
3,

02
7

28
,9

99
42

4
3,

90
6

1.
06

3,
12

5
（
注
）

1
9
9
6
年
価
格
．
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表 4 パネル単位根検定

Panel Unit Root Test Statistics
on Level Data

Time Trend No Time Trend
Statistics p-value Statistics p-value

CO2/P LLC 0.526 0.700 0.054 0.521
IPS 1.864 0.969 2.125 0.983
F-ADF 235.889 0.526 253.028 0.240

GDP/P LLC 4.217 1.000 4.980 1.000
IPS 5.752 1.000 12.779 1.000
F-ADF 144.586 1.000 104.308 1.000

(GDP/P )2 LLC 8.857 1.000 14.622 1.000
IPS 9.442 1.000 18.662 1.000
F-ADF 123.604 1.000 74.149 1.000

Panel Unit Root Test Statistics
on First Differenced Data

Time Trend No Time Trend
Statistics p-value Statistics p-value

CO2/P LLC −32.314 0.000 −28.480 0.000
IPS −25.724 0.000 −28.662 0.000
F-ADF 1728.705 0.000 1553.576 0.000

GDP/P LLC −24.152 0.000 −20.024 0.000
IPS −19.170 0.000 −20.305 0.000
F-ADF 1211.536 0.000 1066.353 0.000

(GDP/P )2 LLC −22.148 0.000 −14.404 0.000
IPS −16.478 0.000 −15.701 0.000
F-ADF 1215.377 0.000 917.821 0.000

Notes: Null hypothesis: The panel contains a unit root.
LLC: Levin, Lin and Chu (2002) test.
IPS: Im, Pesaran and Shin (2003) test.
F-ADF: Fisher type ADF (Maddala and Wu, 1999;

Choi, 2001) test.
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表
9
平
均

1
人
あ
た
り
実
質

G
D

P
と
転
換
点
の
推
移

（
単
位
：
米
ド
ル
）

全
世
界

附
属
書

I
国

附
属
書

II
国

非
附
属
書

I
国

推
定
期
間

平
均

G
D

P
転
換
点

平
均

G
D

P
転
換
点

平
均

G
D

P
転
換
点

平
均

G
D

P
転
換
点
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5
6,

32
6

18
,7

03
13

,2
53
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,6

43
14

,2
48
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,6

63
3,

76
1
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,5

76

–1
99

6
6,

39
9
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,2

56
13

,3
48

23
,6

14
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,4
15

22
,9

55
3,

81
2
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,3
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7
6,
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5
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,1
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,4
55

N
.A

.
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,4
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3,
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3
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,2
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8
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1
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1
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9
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,9
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00
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3
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,6
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29

N
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.
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,9
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,3
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7
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,1
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,1
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,5
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25
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4,
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,3
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00

3
6,
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4
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,7

39
14

,2
48
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,6
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15

,7
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,7

46
4,

13
7

19
,5

96

（
注
）
転
換
点
は
，

B
lu

n
d
el

a
n
d

B
o
n
d
モ
デ
ル
の

o
n
e-

st
ep
推
定
に
よ
る
転
換
点
（
表

8
参
照
）．

平
均

G
D

P
は
，

(G
D

P
/
P

)
の
サ
ン
プ
ル
の
単
純
平
均
値
．

“
N

.A
.”
は
有
意
な
推
定
結
果
が
得
ら
れ
ず
，
転
換
点
が
計
算
で
き
な
か
っ
た
こ
と
を
示
す
．

1
9
9
6
年
価
格
．
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表 10 京都議定書締結国数（締結年別）

締結年 国数 比率
うち，分析

比率対象の国数

1998 4 2.4% 2 1.9%

1999 17 10.2% 8 7.5%

2000 10 6.0% 6 5.7%

2001 15 9.0% 11 10.4%

2002 55 33.1% 45 42.5%

2003 19 11.4% 11 10.4%

2004 13 7.8% 8 7.5%

2005 24 14.5% 11 10.4%

2006 7 5.4% 4 3.8%

計 166 100.0% 106 100.0%

（注）2006 年 9 月 28 日現在．
本稿の分析対象国は，106 ヵ国に議定書未締結の
12 ヵ国および気候変動枠組条約非対象の 2 地域
を加えた 120 ヵ国・地域である．

（資料）環境省資料より作成．
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付表 1 パネル単位根検定（平均からの偏差による LLC検定）

Panel Unit Root Test Statistics
on Level Data

Time Trend No Time Trend
Statistics p-value Statistics p-value

CO2/P LLC −3.623 0.000 −3.703 0.000
GDP/P LLC 4.599 1.000 6.285 1.000
(GDP/P )2 LLC 10.349 1.000 17.782 1.000

Panel Unit Root Test Statistics
on First Differenced Data

Time Trend No Time Trend
Statistics p-value Statistics p-value

CO2/P LLC −28.791 0.000 −32.522 0.000
GDP/P LLC −29.275 0.000 −23.247 0.000
(GDP/P )2 LLC −27.488 0.000 −11.414 0.000

Notes: Null hypothesis: The panel contains a unit root.
LLC: Levin, Lin and Chu (2002) test.

付表 2 パネル共和分検定（Pedroni検定）

Panel Cointegration Test Statistics: CO2/P , GDP/P , (GDP/P )2

(3) Pedroni (2004) Test
Statistics p-value

PC1 −341.553 0.000
PC2 −337.650 0.000

Notes: Null hypothesis: The estimated equation is not cointegrated.
See appendix B.2 for the ideas of the statistics.
NPT 1.3 (Chiang and Kao, 2002) is used for the calculations.
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